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日本経済の供給構造 と価格変動



日本経済の供給構造 と価格変動梼

黒 田 昌 裕

 昶 この分析は,KEIO・ モデル ・プロジェクトにおける共同研究であり,

モデル ・プロジェク トの井原哲夫,吉 岡完治,新 井益洋,桜 本光,牧 厚史の各

氏とのたびたびの討議の結果である。また特にこの研究については,当 時修士

課程在学中(現MHK所 属)の 大井徳三君のたゆまぬ努力がなかった ら完成 し

えなかったとおもう。 これ らの人々にここで深 く感謝の言葉を述べたい。
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日本経済の供給構造

り に

第1章 は じ め に

 この論文は,日 本経済の1955年 か ら72年の資源配分に関する観測事実にもとづき,実 証的Y'供 給構

造をとらえ,近 年の異常な価格上昇の局面をわが国の供給力の構造的側面 と結びつけて解明しようと

するものである。

 70年代に入って以来の急速な物価高騰に関する原因については,種 々の角度か ら議論が展開されて

いる。

 ①固定為替 レー ト維持政策にもとつ く国内通貨の増大が投機的需要拡大の直接的原因であるとする

もの。②消費者物価の上昇分をカバーすべ く引上げられた賃金率が短期的に労働生産性の向上を上ま

わったために,労 働 コス トを上昇させ,商 品の供給価格をさらにつ り上げる結果になった とす る も

の。③石油危機をはさむ数ケ年の世界的インフレーションの同時化が,輸 入財価格を高め,そ れが,

主要原材料のほ とんどを輸入に依っているわが国の商品の供給価格を上昇せしめたとするもの。④ こ
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ういった種々の直接的要因が企業の名目利益の拡大を短期的に追究する行動を惹起し,物 的供給制限

や投機的在庫保有の拡大が市場機能を攪乱した とするもの。⑤資源の制約や公害・環境保全対策の強調

が物理的もしくは立地上の困難をまね き供給力の拡大を制約した とするもの。 h,あ たか も独立な,

いくつかの悪条件が重な り合って異常な経済変動を起した とさえおもえるような議論の展開である。

しかし,も ちろんこれらの諸要素が各々独立的な市場攪乱要因 として働いた ものではない。上記の並

列的に上げた論議に一つの共通した観点を見出すとすれば, "結果 として,需 要の拡大に見合った供

給力の造出が生 じなかった"と いう論点に集約できるようにおもわれる。しかし,そ の場合でも,そ

れが混合経済体制下の短期の有効需要政策の効率,す なわち"短 期的な有効需要の調整政策に介入し

さえすれば,資 源配分は市場機能が自動的に最:適配分を達成し,需 要に見合 う供給が造出される"と

いう原則をくつがえす現代の経済構造の本質的変化 と考えるべきなのか,そ れ とも,需 給のバランス

'が石油シ
ョックなどの外生的要因によってくずれ,需 要の伸びと供給力の調整 との間の時間的遅れが

それをさらに拡大 させたものであ り,し たがって,若 干の調整期間をおいて市場機能の有効性は回復

すると考r7...るべきなのかは,さ らに実証的に検討すべき課題 とい}る 。そのためには,混 合経済体制

下における需要の拡大に対して,"供 給力の拡大がいかに行なわれてきたか"そ して,"わ が国の経

済が1973年,74年 の異常な経済変動を経験する前提 として,い かなる供給構造を持 っていたか"と い

った点を実証的"YyL.解明しなければならない。そして,そ のことは先に列記した幾つかの経済変動の要

因を体系的に整理す ることにもつながるものとおもわれる。

 ケインズは,有 効需要が供給能力に比して過少な1920年 ～30年 代の西欧社会の観測から,古 典的な

市場の機能が実証的な意味で必ずしも働かな くなる場合のあることを一.理 論で示 している。そこで

は,有 効需要が恒常的に供給能力Y'比 して過少な世界において,古 典的な貨幣数量説の命題一"失

業が存在するかぎり,雇 用は貨幣数量 と同じ割合で変化し,そ して完全雇用に達す るや否や,諸 価格

が雇用一定のままで,貨 幣数量 と同じ割合で変化する"という命題一 が実証的に必ず しも成立しない

ことを示すことが重要であった。そ こでのケインズの主要な分析用具が流動性選好理論 と貨幣的労働

供給関数だったことは周知のところである。前者は,貨幣数量の拡大が貨幣の自動的保蔵 という過程を

通 じて,利 子率に感応しないデフレ的効果をもつ局面があり,し たがって貨幣数量 と有効需要の変化

が,失 業があっても必ず しも正比例的ではあ りえないという状態を説明する用具 として用いられる。

一方,貨幣的労働供給関数は,労働市場の制度的要素から,貨幣賃金が硬直的であることをもち込んで,
                                        注〔1〕
有効需要の拡大に際して雇用に貨幣的バイアスが生じうることを説明するために用いられている。

 こういったケイ.ンズ的世界においては,有 効需要の拡大が外生的に与えられることがまず必要であ

り,そ の結果恒常的な需要不足の状態における市場の不感応性をまず回復することに政策 目的が定め

られなけれぽならなかった。需要が回復したあ とで,供 給力がそれに見合って拡大しうるかどうかに

ついては古典的な市場調整機能にまかせるというのが建前である。
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                   第1章 はじめに

 ケインズ以後の先進諸国の有効需要政策の運行の建前がそこにあ り,少 くとも1970年 代に入るまで

は,マ クロ的に1国 経済を見た場合市場の機能も建前 とそれほど大きな乖離を示していなかった とも

うけとられている。

 マクR 計 レベルではなく,産 業部門別にはどうだろうか。

 〔1-1図 〕は,1955年 か ら1972年 までの日本経済の 産業部門別の産出量について,名 目成長率と

実質成長率(1960年 不変価格表示)と の時系列変化を比較 したものである。

 重化学工業部門に比べて,他 の各部門で名 目成長率が実質成長率を大きく乖離していることがすぐ

わかる。 このことは,単 純に,名 目成長率を需要の伸び,実 質成長率を供給の伸びと置きかえること

ができるとすれば,部 門間で需給状態に差のあったことを意味している。

 農林水産業では,米 価政策 といった外生的価格維持政策がとられていたことから考えて,直 接的に

市場の機能の有効性を必ずしも計 りえない要素をもっている。 したがって,当 面それを除いて考}る

と,重 化学工業部門では,両 成長率の間の乖離は非常に小さく,実 質成長率が名目成長率を若干上ま

わる年も多い。これに対して,建 設業,サ ービス業では1955年 以来,全 て名目成長率が実質成長率を

上まわってお り,む しろこれらの部門では混合経済体制の建前 とは別に,実 際には需要の伸びが供給

の伸びを恒常的に上まわっていた と考えてよい。このことは,軽 工業部門,公 益業の部門でも,ほ ぼ

同じ傾向が観察されている。しかし各部門の両成長率の時系列推移に関しては,ほ ぼどの部門でも併

行的に変化している。名 目成長率 と実質成長率の方向の逆転は,軽 工業で1956年 ～57年,68年 ～69年,

建設業で56年 ～57年,68年 ～69年,公 益業で60年 ～61年,65年 ～66年,69年 ～70年,71年 ～72年 で観

察されるだけで,全 体的にみてほぼ併行に推移 していると考えてよい。

 1955年 から72年 までの各部門の需給傾向をこの結果から推察するかぎり,部 門によっては,需 要が

恒常的に強含みで推移する傾向をもちながらも,全 体 としては,ほ ぼ,需 要に供給がついていくとい

う市場の機能は有効に働いていたと云 うことができる。

 これ らの部門間の差異は,こ の間一r貫してとられてきた重化学工業化政策が,当 該部門での需給の

バランスを保持する役割 りは果しえたのに対 して,一 部他の部門での需給のバランスをいくぶん犠牲

にしていた可能性があったと云 うこともできる。

 1920～30年 代の"需 要が供給力に比してはるかに過少であった"経 済に対して,1955年 以降の日本

経済のように,結 果的にはほぼ需要に見合 う供給が造出されていたにもかかわらず,一 部の部門で常

に需要が強含みであった経済では,資 源配分が各部門の供給の技術条件 と如何に結びついていたかを

知ることが経済の構造を知るうえで非常に重要 となる。

 ケインズが価格理論の中で,伝 統的な貨幣数量説を批判するときには,理 論体系 としては,貨 幣数

量の変化が有効需要や雇用に影響を与えるとい う側面 とその有効需要や雇用の変化が財用役の供給構
                               注〔2〕造 と
の対応で価格を変化させるという両側面のあることが強調されている。しかし,前 述のように,
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ケインズ的需要過少の経済を前提 とするかぎり,後 者の供給の側面は,"redundant"だ と云 う意味

で無視されてもそれほど影響がない。

 しかし,戦 後の日本経済の価格変動を考えるときには,そ うはいかない。1国 の生産各部門へ資源

が如何に配分され,そ れが需要の拡大 とどのように対応しているかを知ることは,即 時的な供給力の

拡大の困難な現代の技術構造のもとでは,有 効需要政策の運営に不可欠な情報である。

 この論文で扱った(1955年 ～1972年)以 降,い わゆる,ス タグフレーションと云われる価格高騰,実

質経済成長の停滞 といった局面に日本経済が入る。そこでの異常な経済変動は,生 産物,生 産要素の

各市場に,こ の論文で取扱 う以外の攪乱的要因が入 り込んだものと考えられ,そ れ 自体解明すべき重

要な点である。しかし,そ うした攪乱的要因の発生がそれまでの日本経済の構造 と無関係に突発的に

発生するとは筆者にはおもえない。したがって,攪乱的要因を系統的説明要因から識別するために,そ

れ以前の比較的安定的な市場状態のもとでの経済構造を実証的に とらえてお くことが必要であろう。

 以下の各章では,ま ず第2章 で,1955年 から72年 までの部門別価格変動のパターンに着 目して 「横

断面的に見た場合の部門別価格上昇率に格差が存在すること」。 また 「時系列的に 価格上昇率の変化

を見た とき,1965年 を境に大きな変化がみられること」が観測事実にもとついてi整理される。

 その うえで,こ の横断面及び時系列の価格変動パターンに 関連する需要規模,賃 金上昇率,生 産

性,原 材料投入等に関する幾つかの観測資料 との対応づけが試みられる。しかし価格変動の横断面及

び時系列の観測事実を斉合的に説明することが,単 純な関連諸変数 との対応だけからは必ず しも簡単

ではないことがわかる。

 そこで以下の分析は,こ の横断面及び時系列の観測事実を斉合的に説明しうる分析用具の開発が課

題 となる。

 第3章 では,生 産者均衡図式をわれわれの分析に用いるに際しての実験計画が述べられる。

 その実験計画にもとついて,第4章 では,各 部門の供給構造の測定を試みる。その結果,わ れわれ

の分析用具でかなりの程度,観 測 される価格変動のパタ7ン を説明しうることが確認される。

 第5章 では,第4章 の測定結果から,各 部門の生産技術特性を抽出し,わ が国の供給構造をその観

点から整理する。1955年 以降の供給表を部門別に実測されたパラメターに則して導き,そ の時系列変

位のパターンが生産技術特性 と密接に結びついていることが示 される。

 さらに第6章 では.生 産技術特性によって, "資本設備拡大に伴なう供給表の下方変位の大きさ"

と"短 期的(産 出能カ所与)な 需要規模の拡張が供給価格上昇圧力 として働 く大きさ"の 二つの側面か

ら,測 定された18部 門を3区 分できることを示す。そのうえ.で,比 較静学分析の手法を用いて,第2

章で提起した価格変動の横断面及び時系列の観察事実にわれわれの分析用具がどの程度の説明力をも

つかを検討する。その結果,3区 分の技術特性 と価格変動のパターンとがかなり密接な関係をもち,

観察事実を斉合的Y'説 明しうることが確められる。
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 最後YYL.第7章では,各 種の弾性値概念を用いて6章 の比較静学分析の結果をより厳密に検討する。

 各均衡点の弾性値が各部門の生産技術特性を明確に反映していることを確かめたうえで,経 済の相

互依存性を前提に,わ が国の供給構造に関する部門配列の序列が導:びかれる。,そして,そ の序列にも

とつ く,時 系列的な各種弾性値の変化が,1965年 を境 とする価格変動のパターン変化を有意に説明し

うることが見出される。

注 〔1〕J.M.ケ インズ 「雇用 ・利子 お よび貨幣の～般理論」第21章Y'お いて,伝 統 的貨幣数量説 を批 判 して,次 の5っ の点

 を指摘 している。①有効需要は貨幣数量に正比例的Y'は 変化 しないであ ろ う。② もろ もろの資源は 同質的 な ものでは ないか

 ら,雇 用が漸次増加す るv'つ れ て,収 穫 は逓減 し,し たが って不変では ないで あろ う。③ もろ もろの資源は代替可能な もの

 で な:いか ら,他 の財 の生産 のために使用 しうる資源はなお使用 されずに残 され ているのY',あ る財 の供給は非弾力的な状態

 に到達す ることが あるであ ろ う。④賃金単位は,完 全雇用に到達す る以前に騰貴す る傾 向を もつで あろ う。⑤限界生産費に

 入 る諸要素 の報酬(remumerations)は すべて同じ割合で変化する ことはないであろ う。

  以上 の5つ の論点 は,構 造的要素,制 度的要素が混在 してお り必ず しも整理 され ている とは云 えないが,貨 幣数量 の変化

 が有効需要そ して雇用に与 える影響 と需要 の変化が生産物,生 産要素 の供給構造に応 じて価格体系に影響す る側面 とを洞察

 している とい える。 しか し,本 文にあげ た理 由で供給構造 の分析 はそれ以上展 開され ていない。

注 〔2〕W.W.レ オ ンチ ェフ"ケ インズ 「一般理論」 と古典派"厂Essays in Economics, Theories and Theorizing」

 Chp.13;「 経済学の世界↓ 時子山和彦訳 日本経済新聞社
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第2章 価格上昇率の横断面及び時系列変化

 序章で述べたように,ケ インズが観測していた1920年 ～30年 代の西欧社会と異な り,財 用役の供給

構造を問題にしなければならない とすると,そ れに対処する観測は,も はやケインズ的マクロ経済の

集計量の概念を追 うだけでは充分 とはいえない。

 各々の財用役の生産技術条件が異な り,そ れに応じて要素集約度に差異が生ずる。要素集約度の差

異は,各 生産部門で要素費用の構成に変化を生むことになる。したがって,各 部門の供給表の価格弾

性値や資本設備拡大の生産能力弾性値はもはや平均的集計量概念では とらえて も意味がない。1国 経

済 の供給構造の分析は,① 限られた要素賦存状態を制約 として,各 生産部門へそれが如何に配分され

ているか,そ してそれが,② 各部門の生産技術条件によって供給表にどのように反映されるか,さ ら

に③そ うした個々の供給表が経済の相互依存性を通じて需要表 との対応で1国 経済の運行にいかなる

影響をもた らすか,と いった点を供給部門別に分析する実験計画が必要である。

 ここでの分析では,よ り細分化した分析への第1段 階 として,ま ず産業大分類業種を取 り上げるこ

とにす る。

1

3

5

7

9

11

13

15

17

食料品製造業

紙 ・パルプ工業

石油 ・石炭製品製造業

一次金属工業

_.機 械工業

輸送機械工業

その他製造業

運輸 ・通信 ・ガス ・水道 ・電気

金融 ・保険不動産業

2

4

6

8

10

12

14

16

18

繊維工業

化学工業

窯業 ・土石製品製造業

金属製品製造業

電気機械工業

精密機械工業

建設業

卸 ・小売業

サービス業

 さて,通 常よく云われるように,卸 売物価指数や消 費者物価指数 といった集計的概念でとらえて

も,わ が国の価格構造は,時 系列的VY`.大きな変化を示していることがわかる。 しか しここではまず,

わが国の供給構造を分析する手がか りとして,価 格の時系列変動が,上 記の各部門でいかなる推移

                     100



第2章 価格上昇率の横断面及び時系列変化

をたどっているかを観察することからはじめよう。

〈2-1表 〉は,18業 種 の価 格上 昇率 を,1955年 か ら1970年 まで の15ヶ 年 を3期 に区分 して,算 出

したもので ある。

〈2-1表 〉  部門別価格上昇率
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1955年 ～1960年

 年 率 00

 1.so

O2.63

00.62

00.73

 0.37

 1.45

 1.18

 Q.99

 4.11

 0.26

00.76

00.45

 2.33

 1.89

 4.39

 1.44

 8.00

 5.26

1960年 ～1965年

 年 率 %

 4.10

 2.08

 0.94

01.04

01.24

 1.92

01.14

 0.os

 O.02

01.62

 0.7s

OO.42

 2.12

 3.08

 6.28

 5.34

 8.90

 8.86

1965年 ～1970年

 年 率 00

 2.56

 3.96

 2.86

01.78

00.30

 2.30

 2.18

 3.00

 1.30

 0.46

00.96

 0.82

 3.82

 3.28

 6.24

 4.78

 7.08

 8.78

 年次間,部 門間で大きな差異のあることがわかる。価格の変動が,一 応,需 給バ ランスの反映であ

るとす ると,こ れからの分析は,こ の〈2-1表 〉にあらわれた,部 門間,年 次間の価格変動パター

ンの差異を自律的に説明することが 目的であると云 っても良い。

 集計的観察から,わ が国の価格変動を1965年 を境に分けて, "65年以前では,消 費者物価は,上 昇

していたが卸売物価は安定していた。しかし,65年 以降,卸 売物価 も上昇に転 じている"と いう云い

方がよくされる。 このことは,〈2-1表 〉の部門別資料か らも,ほ ぼうなづける表現である。消費

者物価の主たる構成要素である軽工業部門やサービス部門の商品の価格は,1955年 以来続けて騰勢を

強めているのに対 して,卸 売物価の主構成要素である重化学工業部門の商品の価格は,1965年 以前に

は比較的安定している。しかし,65年 以降,後 者に属する商品の中でも,一 次金属製品,金 属製品,

一般機械など幾つかの上昇に転ずる価格変化が観察 される。卸売物価,消 費者物価の変動は,こ うし

た部門別価格変化の集計的表現 といえる。
    タイム コシリ ズ                      クロス コセクシヨナ リテイ

 ー方,時 系列的な価格変動の推移 とは別に,横 断 面 的に部門間の価格上昇率の差異にも注 目す
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べき要素がある。

 建設業,金 融 ・保険業,サ ービス業などの部門は,過 去のいずれの期間について も,経 常的に価格

上昇率が激:しい。また食:料品製造業,繊 維工業,公 益業,卸 ・小売業などは,1960年 以降急激:な価格

上昇局面に入っている。

 こうした〈2-1表 〉で観測される部門間の価格上昇率の差異は,そ れが需給構造を反映している

ものとすれぽ,各 部門間の需要規模,生 産技術条件,要 素相対価格の変化,供 給能力規模などの部門

間格差や時系列的変化 と密接に結びついているはずである。それ らを1っ の自律的模型に組み上げる

前に,関 連する幾つかの観察事実を整理しておきたい。

 価格変化が需給構造の反映であるとい う観点か らすれば,1国 の資源配分の形態 と無関係ではあり

えない。事実,1955年 以来,労 働や資本の部門間の配分は大きく変化 してお り,と りわけ,重 化学工

業への重点的資源配分は,重 化学部門の価格の安定化 と密接に結びついているようにおもえる。

 1955年 以来,わ が国の労働及び資本の賦存状態 と部門間の配分にまず注 目しよう。

 国勢調査によれば,わ が国の就業人 口は,1955年 から70年 までに,3,900万 人から5,200万 人 と約

1.3倍 増加している。一方,生 産設備資本ス トックは,企 画庁所得部推計の65年不変価格表示のもの

で,1955年 の19兆 円から70年の84兆 円まで約4.4倍 に拡大している。 したがって,わ が国の集計的資

本集約度は,15ヶ 年で約3.3倍 も高まったことを示している。

            〈2-2表 〉 資本設備ストックの伸び率と構成比

業

業

業

業

品

品

業

品

械

械

械

械

業

業

業

業

業

業

鷲
鑛
鷲
議
繼
 
簸

食

繊

紙

化

石

窯

一
金

一
電

輸

精

そ

公

建

卸

金

サ

1955～1960年

6

8

1

6

3

3

4

0

0

3

3

0

2

0

2

3

1

9

倍

3

2

9

0

5

5

3

9

5

2

5

5

5

6

9

2

1

1

1

 
1

 
1
亠
 
2

 
1

 
1

 
1

 
1
亠
 
噌⊥
 
9
一
 
-
亠
 
1

 
1

 
1

 
1
亠
 
1

 
9
】
 
-
凸

     1
1960～1965年11965～1970年

倍

81

33

03

44

09

10

37

05

55

89

97

09

10

65

75

41

80

41

1

1

2

2

2

2

2

3

2

2

2

2

2

1

2

1

2

1

倍

78

40

73

79

92

90

87

48

88

68

16

93

92

63

17

72

04

56

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

2

1

1

1

2

1

2

1

構 成 比

1960年 1965年 1970年

%

80

別

42

86

95

姐

20

50

12

55

88

32

%

50

46

40

18

64

2

5

1

3

0

1

5

0

1

1

1

0

2

7

1

2

2

1

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1
亠

 

 
1

 

 
 1
亠

%

00

10

71

56

17

74

28

90

69

66

30

40

56

99

38

35

60

71

3

4

1

5

1

1

7

0

1

2

3

0

3

6

2

0

3

9

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1
⊥
 
 
 
-
⊥

2

6

4

7

2

6

7

2

5

2

9

5

1

8

4

2

1

0

%

1

3

7

8

3

9

9

3

9

6

1

4

0

2

0

4

3

9

3

3

1

5

1

1

7

1

1

2

4

0

4

6

3

0

4

8

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1
⊥
 
 
 
ー
工

特 性

分 類

I

I

皿

H

H

皿

H

皿

皿

皿

皿

皿

I

m

I

I

皿

1

  102



               第2章 価格上昇率の横断面及び時系列変化

 全体の労働量,資 本量の変化に伴って,各 生産部門間の配分もかなり変化している。1955年 と70年

を比較するとその構成比で,労 働については,農 林水産部門の低下傾向が著しく,実 数で約600万 人

減少している。他の部門については,ほ ぼ増大の傾向にあるが,重 工業部門,建 設業部門での拡大が

著しい。このことは,経 済発展過程での在来部門から近代部門への労働力の流出現象を示している。

 一方資本の配分は,ど の部門も絶対水準 としては拡大している。しかし,こ こでも農林水産部門の

構成比は縮少している。

 資本設備ス トックの伸び率 と構成比を18部 門別に算出したのが〈2-2表 〉である。構成比で化学

工業,石 油 ・石炭製品,一 次金属工業,機 械工業などの伸びが激 しいのに対 して,卸 ・小売業,サ ー

ビス業などではむしろ低下している。このことは,部 門間の伸び率の差 としても,と うぜんあらわれ

るが,伸 び率でみた場合,1960年 一65年 の伸び率に対して,1965年 一70年 のそれが縮少していること

が観察される。後者の伸び率が若干拡大しているのは,繊 維工業,卸 ・小売業,サ ービス業の18部 門

中3部 門にすぎない。

 資本設備の拡大を大ざっぽに供給能力の拡大 と読みかえるとすれぽ,こ のことは,1965年 以降各部

〔2-1図 〕 資本の伸びと価格上昇率
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門の供給力の拡大が縮少傾向にあるとも云うことができる。

 そこで,資 本設備の伸び率 と価格上昇率 との関係を1960年 一65年 及び1965年 一70年 についてプロッ

トしてみたのが,〔2-1図 〕である。

 〔2-1図 〕で ・印は1960年 一65年,・ 印は1965年,70年 のプロットである。 資本設備の伸び率を

供給力の拡大 と読みかえることができるとすれば,価 格上昇率とそれとの間に逆相関が成立すると考

えてよい。もちろん,需 要の拡大や要素価格の変化が価格上昇率に反映されているから,厳 密にはそ

れらをコソ トロールしなければならないが,当 面,ラ フに観察事実を整理するには 〔2-1図 〕も役

立ち うる。

 〔2-1図 〕の ・印及び △印の 横断面散布図にまず着 目す ると,1955年 一65年 の変化については,

建設業,金 融 ・保険業を除 くとほぼプロットは逆相関を示 している。しかし,1965年 一70年 ではむし

ろ,無 相関に近い状態である。このことは,・ 印と・印とを結びつけた矢印の方向をみると,部 門に

よって,供 給力の伸び率の縮少傾向が価格上昇率 とはっきり結びつ く部門とみかけ上無関係に見xる

部門 とが混合していることによるものであることがわかる。

 矢印の方向が負の勾配,し たがって時系列的資本設備の伸び と価格上昇率に逆相関関係の見られる

部門;紙 ・パルプ工業,窯 業 ・土石製品,石 油 ・石炭製品,一 次金属工業,金 属工業,一.機 械,電

気機械,精 密機械,そ の他製造業,公 益業,こ れ らの部門については,1965年 以降の価格上昇率の拡

大に資本設備の伸びなやみが一つの説明力をもちそ うである。

 しかし,その他の部門,と りわけ食料品製造業,繊 維工業,建 設業,卸 ・小売業,金 融・保険業,サ ービ

ス業 といった比較的価格上昇率の高い部門については,そ ういった法則性は見かけ上必ずしも成立し

ていない。これらの部門については,需 要規模の拡大や要素費用の変化 とい った側面を コントロール

した厳密な解析でなければ,資 本設備 と価格上昇の関係を抽出することは困難なようにお もわれる。

 〔2-1図 〕の資本設備の伸び という大まかな供給力メジャーを もう1歩 進めて,労 働資本の生産

性の傾向を追ったものが 〔2-2図 〕である。

 戦後の復興期を終えた1960年 の労働 資本生産性を65年,70年 と合せて図示 したものである。〔2-

2図 〕臓 轍 資本生産性(委 〉 繍 こ嬲 生産性(Xi)輙 り・鰈 部門ごとセら ・印196・集

・印65年 ,× 印70年 の水準 を表 示 してい る。

 1960年 か らの変化 を追 うと,す べての業種について,プ ロッ トは左上方 に移 ってい る。各 プロッ ト

と原点 を結ぶ 勾配 は,資 本集約度を示 すか ら,こ の こ とは,各 部門 とも急速 に資本集約化 している こ

とがわ か る。

 こ の間,労 働生産性 は,す べての部門で向上 してい るが,伸 び率は,化 学,石 油 ・石炭 製品等3.8倍

以 上 の伸 びに対 して,金 融 ・保険,サ ー ビス,食 料 品など比較 的生産性 の伸び率の小 さい もの もあ る。

 こ こで取 り上 げた大分類18業 種 について,労 働生産性 の単純平均は,1960年,2.747,65年,4.521,
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〔2一一2図〕 労働 ・資本生産性と傭格上昇率
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               第∬部 日本経済の供給構造と価格変動

70年,8.061と 上昇している一方,産 業間の標準偏差は1960年3.27,65年7.32,70年15.01と 拡大し

ている。

 一方,資 本生産性は,1965年 が不況期だった影響もあるが,60年 から65年では,石 油 ・石炭製品,

精密機械,公 益(運 輸 ・通信 ・ガス・電気 ・水道),卸 ・小売業を除 く各部門で低下,ま た65年 から70年

では,食 料品,繊 維,紙 ・パルプ,金 属,そ の他製造業,金 融 ・保険業,建 設業の各部門で生産性の

低下傾向を進めている。

 その結果,単 純総平均で も資本生産性は,1960年3.267,65年2.481,70年2.696と60年 に比べて著

しく低下している。しかし資本の生産性の格差は,若 干縮少傾向にある。

 〔2-2図 〕における各部門の1965年,70年 プロッ トに付してある数字は,そ れぞれ 部門の1960年

基準の価格上昇率を示している。例えぽ,建 設業では,1960年 か ら65年までに31%,1960年 か ら70年

までにその倍以上の72%の 価格上昇を示した と読めば よい。

 労働 ・資本の生産性の格差 と価格上昇率 との関係をみると,各 年の単純平均生産性(1960年 ◎印,65

年△印,70年 朴印)と の比較で,平 均生産性以下の業種,例 えぽ,卸 ・幽小売業,サ ービス業,繊 維,公

益業といった業種の価格上昇率が高い傾向がみられる。それに対して,化 学,鉄 鋼(一 次金属),石 油・

石炭製品 といった労働生産性の高い業種の価格上昇率は低い。

 ここでも生産性格差を供給能力格差 と読みかえるとすれば,こ の傾向は生産性格差インフレ論 との

結びつきを示唆するように もお もえる。

 しかし,詳 しくみるとそれほど単純には割 り切れない。

 食料品は,労 働 ・資本の生産性 とも,1960年,65年 平均値を上まわっているにもかかわらず,価 格

上昇率は高い。また建設業は資本生産性がきわめて高いにもかかわ らず,労 働生産性は平均以下の水

準であり,こ の場合 も価格上昇率は大 きい。

 労働生産性の格差が供給の限界費用の格差に反映するとすれば,賃 金率が平準化していることが条

件 となる。 もし名 目賃金率が生産性に応じて支払われているとすれば,い わゆる能率賃金(w/X/L)

には格差を生 じないからである。

                〈2-3表 〉 名目賃金と能率賃金

1960年 1965年 1970年

名 目 賃 金      平均
円/man-hour
      標準
      偏差

能 率 賃 金      平均
w(X/L)
      標準
      偏差

 円
117.66

35.17

68.63

48.01

 円2
23.88

67.26

92.85

52.01

 円
437.28

108.22

113.57

78.84

(注)雇 用者所得(国 民所得統計)を 雇用者数(国 民所得統計)× 実労働時間

  (毎月勤労統計)で 除して名目賃金をもとめる。
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              第2章 価格上昇率の横断面及び時系列変化

 確かに,〈2=3表 〉に示すように,名 目賃金には,産 業間格差が存在している。労働生産性のも

っとも高い石油 ・石炭製品製造業が名目賃金率の水準も高 く,1970年 でもっとも生産性の低い卸 ・小

売業 との間では,man-hour当 り賃金で270円 程度の差がある。

 しかし,こ の各 目賃金率の格差は,生 産性格差を相殺するほど大きくはない。なぜなら能 率 賃 金

(w/(X/L))の かたちで示す ようにその産業問格差はむしろ時系列的に拡張する傾向すらみられる。

 〔2-3図 〕に示すように,能 率賃金の時系列変化をみると,一 部の部門で生産性の格差を相殺す

る傾向がみられるが,依 然 として,卸 ・小売業,公 益業,サ ービス業,な どの物的生産性の低い業種

と石油・石炭,化 学,一 次金属などの物的生産性の高い部門との間には格差がみられる。したがって,

能率賃金になおして考えてもなお生産性の格差構造が,〈2-1表 〉でみ られる部門間の価格上昇率

の差異を説明する一つの手がか りを与えると考えてよい。それでは,も う一つの観察事実,時 系列的

な価格変動に対して説明力を持つだろうか。

〔2-3図 〕
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〔2一一一4図〕 憾格上昇率と賃金上昇率
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              第2章 価格上昇率の横断面及び時系列変化

 そこで,能 率賃金の伸び率と価格上昇率,及び名 目賃金の伸び率 と価格上昇率の関係を 〔2-1図 〕

にならってプロッ トしてみたのが, 〔2-4図 〕,〔2-5図 〕である。

 まず,〔2-4図 〕は,名 目賃金率の上昇率と価格上昇率 との関係である。コス ト要素の上昇が価格

v`反映されるとい う観点からすれば,正 相関関係が観察されてよい。しかし, 〔2-4図 〕では,横

断面的には,必 ずしも賃金上昇率が激しいから,価 格上昇率 も大きいという関係はみ られない。部門

別に見た場合,繊 維,紙 ・パルプ,一 次金属,一一般機械,輸 送機械,そ の他製造業,公 益業,卸 ・小

売業 といった部門で正相関がみられるものの,食 料品,建 設業,石 油 ・石炭,化 学,窯 業 ・土石,精

密機械,金 融 ・保険などでは,そ れほどはっきりした傾向はあらわれない。

 これを生産性の伸び率を加味した能率賃金 との関係でみると, 〔2-5図 〕が示す ように,さ らに

説明が難かしくなる。

〔2-5図 瓦 能覇 錨(飴 勸/生 軸 勃)の かたちで算定されているカ・ら・[劉 と

なり,単 位当り労務 コス トを示していると見てよい。したがって,理 論的には,や はり,価 格上昇率

との間で正相関の関係にあることが期待される。しかし, 〔2-5図 〕からみるかぎり,明 確な正相

関が観察されるのは,繊 維と輸送機械のみである。名 目賃金率の伸びとの間では,ほ とんど無関係だ

った食料品製造業では,若 干の正相関関係があらわれている。逆に,各 目賃金率と価格上昇率が正相

関々係を示 した紙・パルプ,一 般機械,公 益業,卸 ・小売業といった部門では,関 係は逆転している。

 生産性の絶対水準及び格差という観点では, 〔2-2図 〕で示 したように,低 生産性部門の価格上

昇率が激 しい。そして,名 目賃金率を加味した能率賃金とい う点でも部門間格差は縮少していない。

このかぎりでは,生 産性格差の存在が価格上昇率の差異に関係あ りとする説明はある程度の説明力を

もっように見える。しかし}そ の場合でも,生 産性の比較的高い食料品製造業などでの価格上昇は割

り切れない。

 さらに,1960年 ～65年 と1965年～70年 の価格上昇率の変化に目をむけて,名 目賃金上昇率 と能率賃

金上昇率 と価格上昇率を対応づけた場合,必 ずしもs蘭 者の変化が後者のパターンの変化V`直 接的に

結びつかないようにも見}る 。

 労働生産性の格差や賃金コス トの圧迫に価格上昇の要因を見付ける説明に対して,需 要圧力をその

理由と考}る こともありうる。

 そこで,1960年 一65:年及び1965年_.70:年 の各部門の需要の伸び率 と価格上昇率 とをプロットしてみ

た。 〔2-6図 〕がそれである。

 需要の伸びが相対的に供給の伸びより大きければ,需 要圧力によって価格が上昇する とい う意味

で,両 者のプロットは正相関の関係を示すはずである。

 しかし,・ 印,△ 印の横断面的なプβットの比較では,む しろ逆の傾向さえみ られる。

 一方,1965年 の前後を各部門で結びつけると需要の伸びは,1965年 以降の方が公益業を除 くすべて
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の部門で激しい,に もかかわらず,食 料品,化 学工業,輸 送機械,建 設業,卸 ・小売業,金 融 ・保険

業,サ ービス業などでは,価 格上昇率は低下している。

 それ以外あ部門では,1965年 以降の急速な需要の伸びが価格上昇率 と何らかの関係をもち うること

を示 している。そして,そ れらが,主 に重化学工業 と云われる部門に集中している点は注 目すぺきで

ある。1965年 以降,資 本設備の伸び率が各部門 とも低下していたことと合せると,一 部の部門で需要

庄力の拡大が価格上昇に結びついた とも考えられる。

 さて,最 後に,各 部門の原材料投入について若干述べておこう。生産コス ト要素 としての能率賃金

に部門間に差異があると同時に,原 材料投入コス トにも差がみ られる。

 〔2-7図 〕は,各 部門別の国内原材料について,物 的投入原単位 と名 目投入原単位の1955年 から

72年 までの変位を示 したものである。図の実線系列が軽工業,点 線系列が重工業,破 線系列が建設,

公益及びサービス業など第3次 産業に属する大分類業種を示しているC

 物的投入原単位は,建設業,サ ービス業を除 くすべての業種で1955年 に比べて低下傾向にある。換言

蜘 渤 ㈱ 料投入生産性(癖 ・ゆ 涛 各部門ともむしろ向上している・これYこ対して・

原材料価格を加味した名目投入原単位は,む しろ上昇傾向にある。しかし1955年 から65年 では,繊

維,紙 ・パルプ,化 学,石 油 ・石炭,金 属,輸 送機械,公 益業などではむしろ低下傾向にあるにもか

かわらず,1965年 以降,1電 気機械,輸 送機械を除 くすべての業種で名 目原単位投入額は著しく上昇し
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ている。

 物的投入原単位でも名目投入原単位でも,建 設業,サ ービス業の上昇率が他の部門に比して著 しく

高いのが注目される。これら原材料投入原単位の上昇が生産コス トを圧迫して,供 給価格を高める影

響をもつことはジ物 こ1965年場降では無視できない要素である0原 材抖取引を通じての相互依存性を

考z..るとこれらの原単位上昇は,そ の取引関係を通 じて各部門に相乗的効果をもつことになる。

 国内原材料に比 して,こ の間の輸入原材料価格は比較的安定しているが,輸 入原材料依存の著しく

高い石油 ・石炭製品製造業では,名 目投入原単位で1955年,0.3304,65年,0.3848,72年,0.4258と

上昇傾向がみられる。

 さて,以 上,価 格の変化に密接に結びつ くと考えられる幾つかの要素に着 目して,〈2-1表 〉で

見られる,1955年 以降の部門別価格変化の構造を説明する手がか りをえようとつとめてきた。

 物的供給能力,労 働 ・資本生産性,賃 金 コス ト,需 要圧力,原 材料 コス トといった種 々の要素を並

列的¥y価 格上昇率 と結びつけただけでは価格変化について,い ずれも有力なきめ手 とはならない。し

かし,こ のことは,こ れらの諸要素 と価格変動 とは無関係であるという意味ではない。

 価格上昇率の横断面的格差 と時系列的変動 とを自律的に説明す るには,こ の章で述べた観察事実を

各部門の生産技術の特性 と結びつけて,も う少しく解析す ることが必要である。
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第3章 生産者均衡図式と実験計画

 価格変動に関する部門間格差の存在 と1965年 を境 とする時系列的変化についての観測事実を斉合的
   ト   ル

な分析用具で説明できなければ,実 証研究 としては意味がない。

 前章で説明した ように,価 格上昇に関連するとおもわれる,生 産能力及び生産性,要 素費用,需 要

圧力 といった測面を一つ一つ羅列してみても必ずしも統一的な説明をうることは困難である。

 しかし,各 観察事実を整理 してみると,あ る部門では,生 産性の水準の比較劣位が,ま たある部門

では,需 要圧力の影響が特に顕著に価格上昇に結びついたりしていることがうかがえる。

 そ うした各部門の生産技術特性が部門間の価格上昇局面に差をもたらし,そ して,そ れが原材料需

給の相互依存関係を通 じて,各 部門に波及しているということができる。したがって,各 部門の技術

特性を識別したうえで,そ の差異が部門間波及を通じていかなる波及をもたらしているかを解明する

ことが次の課題 となる。

 生産者均衡の図式は,上 記の課題を分析する際の分析視点を定める役割 りを果してくれる。そこで

この章では,一 般的な利潤極大原理にもとつ く生産者の内部均衡図式を簡単に説明し,わ れわれの入

手しうる資料 との対応で以下の実験計画をまず説明したい0

 いま,ブ 商品を生産する1企 業を考えよう。市場全体でXン の産出を,ま た当該企業がx;の 産出

を行 うものとする。

 そのとき,こ の企業のx;の 産出から生ずる利潤17ゴ は,売 上金額か ら総費用を差引いて

 (3.1)                17尸Pゴ吻 ゴーCゴ

となる。ここでpfaは ノ商品の国内価格, C'は ブ商品生産のこの企業の総費用である。この企業は,

(3.1)式 の利潤を極大にすべく行動すると仮定しておこう。

 総費用Cjは,人 件費,資 本費,原 材料費,な どか らなり,

 (3.2)                   Cj=五'卿 ゴ十1(ンη十.ルる・〃zゴ

と定義できる・ここでL;は 投入労働量,w;は1人 当り賃金, K;は 資本設備量,η は単位資本コ

ス ト,M;・ は原材料投入量,〃 η は原材料価格 とする。

 産出量 物V'対 する生産要素の投入量は,ブ 商品生産の生産技術条件によって規定 される。
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 生産関数

 (3・3)      、、   κ尸 力¢ゴ・島・珊 】φ')、、

とする。φは生産関数のパラメターの意味である。

 生産者行動は,生 産関数(3.3)の 制約のもとで,(3.1)の 利潤を極大にするものと考えておこう。

いま短期的に資本設備が所与であると考えると,均 衡式は

(3.4)   砦 一4(器 η)一鴒 一・

となる。(3.4)式 の右辺 第「項 は,一 般 に

(3.5)  d.(噐鈎)=pea+欝 尸理+裂 ・需 κ'

                垂 韈)鴫)
 注〔1〕

とな る 。

ここでη一一裳 蕩 師 場全体での摘 品の需要の価驪 値であり・一尢 驢λ一藷 畠

は,ブ 商品を市場に供給する当該企業の他企業に対する感応度を示す弾性値で市場感応弾性 と呼んで

おく。

 また,(3.4)式 の右辺第二項は,限 界費用を示 しているが 賃金率zの,原 材料価格 物 を所与 とす

れぽ,短 期的に設備一定のもとで

(3.6') 藷 一9・(煽鵬1靹 あ 初・)一9・嚥 吻 踊)

とあらわされる。(3.6)式 の第二式は,生 産関数を用いて,労 働投入量,原 材料投入量が産出規模:x;

の関数 としてあらわされることを意味している。

 したがって,均 衡産出量決定式は,(3.5),(3.6)か ら

(3.7)    dCP;dxj)=dC;dx
;dx;

すなわち

pea(・ 十 σ・(κ'陬 ・・m;・ φ・)

又は
    1       σ

ゴ(κゴ陶,〃 あ 〃aあ φゴ)pad=

   (1_λ'     η')
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となる。(3.7)式 は,資 本設備 角,要 素費用zの,Y{2j,需 要の価格弾性 ηゴ,市場感応弾性 う が与え

られれぽ,x;の みの関数 となり,そ れ らが一定 という条件(他 の事情にして等 しいとい う条件)の も

とで,当 該企業の供給表を示すこ とに な る。 市場感応弾性 ゐ は,定 義によって,当 該企業の市場

讎 飛 の関数であ り・いわゆる鹸 的7Fc"19の x;tea, 
tYj一 ・ したがっ鍋 一・ となり・

均衡式は完全競争暢 の価格一限界覿 に帰着す る・また完全独占の x;
7し たがって λ・

→1と な り,均 衡式は,限 界収入=限 界費用に帰着す る。

 市場占拠率にそれらの中間的な場合のあることを含めて,(3.7)式 が展開されている。そして,一

般に 砿 完全競争の λ尸 ・より大き・・とす鳳 η樋 常 η・〉・で艤 されるから・(・勃

く・となり・完全競争状態の供繖 酷 鵬 を ・/←一舟)だ け跏 こシフトさせた もの とし

て,供 給表 が定 義 され るこ とにな る。 したが って,供 給表 は,一 般的 に,生 産技術 パ ラメター φ,,

需 要 の価 格弾性 ηゴ,市 場感応弾性 ろ に依存 す る。 また短期 的に資本設 備K;,要 素 価格w;,物 が

所 与の もとで,産 出量 κゴの供給弾性値 は,φ ゴ,ηゴ,寿,等 に依存す るこ とになる。 また,K;, w;,

rn;な ど の変化 に よる供給表 の変位 もそれ らのパ ラメタ ーに依存 す るこ とにな る。

 以 上 の生産者均衡 図式 をわれわれ の観測資料 に対応 づけて理解 す るこ とが必要であ る6わ れわれが

観測 しえる ブ部門 の産 出量 と価格 の時系列資料 は,各 時点 の需給均衡 点の軌跡 として考え られ るべ き

であ る。

 い ま,供 給表や需要表 の勾配や歪 みが測定 されたわ けではないので,模 型的に 〔3-1図 〕 の よ う

に示す と とにす る。1955年 か ら57年 の 間で,わ れわれが直接飩測 し うるのは,A, B, Cの 各 点に対

応す る産 出量系列(55X;56X;57X)と 価 格系列(55Pd,56Pd,5717d)に す ぎない。背後 に供 給 表S-s.,

〔3-1図 〕 需給均衡模型図
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需要表1)一Dが あ るとしても,そ れを直接実験的に確かめることは不可能である。しかも,1955年 か

ら57年 に亙 って,資 本設備量Kノ㌧要素価 w;,〃 η,Yj,所 得水準などが変化しているわけだから,

A,B, C点 が時点間で同じ供給表 もしくは需要表の上を変化した と考えるよりは, 〔3-1図 〕の

よ うに,需 給両シェジュールが時点間で変位し,そ の需給バラソスの結果をわれわれは観測している

乏考える方が妥当なようにおもわれる。したがって,わ れわれの作業は,観 測値A,B, Cの 系列

を用いて,供 給表S-Sを 識別することにあると云 うことができる。

 前章で示した,価 格変動 と生産要素,噛需要量 との関係も,観 測 される均衡価格系列に対応したもの

である。

 したがって,理 論的に需要表が変化して,価 格上昇を伴な うとい う場合には,供 給表の位置を固定

した部分分析的イメージである。しかし実際の観測値は 〔3-1図 〕のA,・S,C点 であ り,そ の点

での価格一数量であるから,そ の関数が部分分析的イメージと異なることは充分にあ りうる。もし,

ここでのs-Sが 実証的に測定できれば,制 御実験か ら,各 部門の生産要素価格及び需要量に対する

特性を導出できるはずである。

 われわれの資料 と生産者均衡図式 との対応でもう一つ考えなけれぽならな い の は,集 計 の 問 題

(Aggregation i'roblem)で ある。市場全体の供給表S-Sは,ブ 商品を供給する個々の主体の供給表

の合成か らなると考えられる・個々の主体の供給表は,先 の理論図式か ら明らかなように,各 々の市

場感応弾性や生産技術条件,資 本設備の規模によって異なるものと考えて よい。しか も,市 場での需

給均衡成立のプロセスでは,各 々の供給者の供給行動に関する憶測の変化がありう、るか ら,市 場感応

弾性 も必ずしも一定値ではないかも知れない。

 〔3-2図 〕に示 されるように・市場の供給表A,B, Cは,個 別企業の供給表1, Jの 合成 された

ものである。市場均衡点Eの 成立プロセスでは,1;ノ'両 企業は,各 々の市場に対す る臆測 と生産技

Pξ

D

〔3-2図 〕
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術条件にもとついて合理的に行動しているものと考えられるgし かし均衡成立のプロセスを追跡する
                                     シエア 

観察資料をえることは困難であ り,た かだか事後的に均衡点でのL1両 企業の市場 占拠率を観測でき

るにすぎない。 しかも,ろ ノ両企業が供給行動の際に正確に市場の需要の価格弾性値について情報

をえているとはかぎらない。個 々企業の市場競争の情報を観測して,市 場の均衡点Eを1,ノ'な ど

個別企業の市場競争 の結果であると解釈するかわ りに,均 衡点Eを 成立せしめるような平均的企業

の存在を擬制 して,事 後的に市場の競争状態を測定するということができれば,当 面の分析には充分

役立ちうる。

 そこで,わ れわれの分析では,(3.5)式 を個別企業の 紛 を市場全体の 濁 と置きかえて,あ たか

も,,1商 品1企 業の生産者のように擬制する。その結果(3.5)式 は

(3・・8) d(器')一 理+覊 渇 一理(・ 一 #t .dX、)一P・d(・ 「 素)

                          dXj Pjd

とな り,形 式的には独占的企業の限界収入のかたちをとる。

 しかし,先 に述べたように,(3.8)式 は均衡点Eを 事後的に平均的企業行動 として擬制的にとら

えようとしたものであ り,そ こでの ηブ*は,市 場需要関数の価格弾性値ではなく,む しろ均衡点E

が成立した時点での,こ の市場に供給した個々の企業の λゴ/η,を平均的に反映しているものと解すべ

きである。

 (3.9)           ηゴ*=個別企業の λd/ηゴの加重平均

 均衡 点Eに 対応する η〆 をとらえるために,ブ 市場の平均的企業が市場への供給量を決定する際
                                        注〔2〕
に,市 場の反応を勘案 して行動するという意味で,市 場の需要関数 と区別して,想 定需要関数

 (3.10)             Pゴd=gゴ(X」1 Y,P)

を導入する。Y, Pは,所 得水準及び他財 との相対価格を意味する。

 (3.8)式 の ηゴ*は平均的企業の想定需要関i数(3.10)の 需要の価格弾性値であ り,個 別企業の市

場感応弾性 わ,市 場の需要関数の価格弾性値 η との関係は,個 々の商品の市場形態により異な りう

る。個々の商品の具体的資料からその結びつきを分析することは興味ある課題であるが,こ こでは,

(3.9)式 の意味づけだけにとどめておこう。

 想定需要関数の導;入によって,わ れわれの観測資料を平均的企業の内部均衡図式 と結びつけて

鋤  片』(
・謝 鞠 蛹)

のかたちで,供 給表を導 くことができる。

 以上の実験計画にもとついて,生 産技術条件,想 定需要関数,そ して供給方程式を定量的に測定し

観測される価格変化を供給の構造 と結びつけるのが次章の課題である。
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注 〔1⊇岩田暁一著 「寡占価格の計暈的接近」1974年,東 洋経済新報社;岩 田氏は板ガラス市場を例に,寡 占市場における臆
     4xブ 測変動:        (conjectural variation)の測定を行な

っている。     d詔ゴ

注 〔2〕想定需要関数と市場需要関数の関係にっいては,辻 村 ・黒田著 「日本経済の一般均衡分析」第2章3節 を参照された

 い。
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第4章 供給方程式の定式化 と測定

 前章の実験計画にもとづき,先 の提示した経験的事実を定量的v'説 明することがこの章の課題であ

る。

 生産者均衡図式で導びかれる供給方程式の測定には,生 産技術条件,想 定需要関数などの定式化が

必要であり,か つそれ らから導びかれる供給方程式で現実め需給変動を充分に説明しうることが条件

となる。

 各生産部門で若干の定量的な差異は認め られるが,観 測期間中,各 部門に共通 してみられる経験的

事実は,① 名 目賃金が上昇していること,② 労働生産性が上昇していること,③ 資本集約度が高 まっ

ていること,④ 産出規模が拡大していること,⑤ 名 目賃金には部門問で格差があるが,そ れが生産性

格差を相殺するほど大きくないこと,⑥ 原材料投入の原単位は物的には低下傾向にある,⑦ しかし,

名 目額で単位当り原材料投入額は,上 昇傾向にあることg⑧ 輸入原材料 と国内原材料 とは部門間で変

動が異なること。

 以上のような経験的事実をふまえて,ま ず生産技術条件を次のように定式化した。

 (4.1)                              Qゴ==αゴ勾δ'

 (4.2)                            L;二=6ゴ島dゴ

(4.3) Xj一卿(h;島*)a9

 ここで,各 ブ部門について,Q7は 単位期間当 りの産出能力(例 えぽ月産xト ン), K;は 固定価格表

示の設備資本ス トヅク,L;は,設 備資本ス トックに対応する配置人員(man),濁 は1ケ 年当り産

出量,h,*は 設備設計時の標準稼動時間, h;は 実稼動時間を示すものとする。

 上記の定式化は,過 去のわれわれの分析か ら,日 本経済の生産技術構造について,産 出規模の拡大

による規模の経済性の追究 という事実を無視し}な いという実証分析の帰結をとり入れた も ので あ
注〔1〕
る。先の経験的事実を中立的技術進歩を伴った要素代替的な1次 同次生産関数でとら}る のも1っ の

方法である。しかし,理 論の内部斉合性の検証などいくつかのテス トの結果,(4.1)～(4.3)式 のか

たちの要素制約的(Factor-limitational)生 産技術の定式化の妥当性が確かめられている。
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 (4.1)式 で 資本 ス トックの規模 に対応 して設備能 力が決 ま り,同 時に(4.2)式 で そ の配置人員が

決定 され る。 しか し,年 間 の産 出量 につ いては,産 出能力 と稼動時 間 との間で(4.3)式 の関係が成立

す る。 したが って,産 出量Xd tlこつ いでみれば設備資本 ス トックKゴ と総労働投入L,勿(man-hour)

との 間に代替性 が成立 してい るよ うにみ える。(4.3)式 の パラメター αゴは,産 出量が産 出能力 の標

準的稼動時 間を大 き く乖離 した実稼 動時間で決 まる場 合 には,若 干作業能率が低下す るか も知れ ない

とい う経験的事実 に対応 して含 めた もので,理 論 的には0<α ゴ<1の 符 号条件が要請 され る。

 このかた ちの 生産関数をQゴ に対 しては,Kゴ と 均 は代替不 能であ るが, Xゴ に 対 して, Kノ と

Lブ吻 は見かけ上,代 替的であ る とい う意味 で準 要素 代替的(Semi・Factor・Substitution)生 産 関数 と呼

  注〔2〕
んで い る。

                                       注〔3〕

 一方,原 材料投入に関して、は,労 働や資本にみられるような,規 模の経済性は観測されない。産出
  プロダク トコミツクス

物 の生 産 構 成 を一定 とすれ ば,∫む しろ,産 出量 と1次 同次性 の関係 にあ るこ とが多 くの分析で報告

され てい る。

 そ こで,国 内原材料 と輸入 原材料を区別 して

 (4.4)       ・            ・    砺ノ==孟 ノ/Xゴ

 (4・5)          、                 σ乞!η==Xi/m/Xj

の レオ ンチ ェフ型 固定投 入係数 の仮定 をお く。ここで&ノ は国内i部 門か らの原材料投入,Xi」mは,
                            あ         れ

輸却 部門からの原材料投入である。先の観黐 実にみられる,Σ 曜,Σ 曜 の時系列変化は,
                            づコユ    ゴコユ

ブ部門内の生産構成の変化によるもの と考えるべきである。そ ういった生産構成の変化が時系列的に

如何に生じたかは,よ り細分化した供給構造の解明が必要で亳るが,こ こでは,わ れわれの部門統合

に斉合的な α♂,砺 禍の変化が外生的に与えられるものとして,そ の変化の自律的説明には立ち入ら

ない。

 (4.1)～(4.5)式 の生産技術条件の定式化に対応して,総 費用の定義式は

 (4.6)    Cd・=Lブ吻ωゴ十瓦 η十Σ Pid aijd Xj・十Σ 即 砺彿X,十 彡■ゴ理 渇・

として与えられる。

 ここで,噛z〃ゴはman-hour当 り賃金, Pidは 国内財i部 門の価格, Pimは 輸入財i部 門の価格であ

る。 したがって,ΣP緬 蝎 は国内財原材料費,Σ 即 曜Xゴ は輸入財原材鞭 を示す。 また

砺 は ブ部門の従価税換算の平均間接税率を示している。

 供給方程式を導 くためのもう一つの分析用具 として,想 定需要関数の定式化が必要である。それを

(4・・7)   学 鞠y+観+徇 雲+恥'

又は   P(α 、ゴy+β 、>W+η 、プ)Pゴd-

     Xゴーγ3ゴ
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と定式化す る。

 こ こでPは 一.物 価水準,Yは 実質GNP, Wは 実 質世界貿易量であ る。

 (4.7)式 は,通 常に線型支 出体系(Linear・Expenditure System)類 似 の需 要関数 の形 を してい る。、

この とき,売 上 高は,

                  P(α 、ゴy'+β 、ゴ確+η の                            ・X
j (4.8)                     pad tYj==                     X

;一γ8ゴ

とな り,濁 ・が大 きくな るとP(α 、ゴr+β,∫W+η の に漸近的 に収束 す る原点を通 る上に凸な曲線を

意味 してい る。理論 的には,asj>0,β,ゴ>0,γ 、ブ<0の 符 号条件が要請 され る。

 さて,以 上 の(4.1)～(4.8)式 の定式化 を前 章の生 産者均 衡図式に当嵌めて,限 界収入=限 界費用

か ら供給方程式 が導 びかれ る。

 (4.9) 限 界 費用

   dC;dX;一(pi・(潮轟 ～ 粗 母一 Σ牌 一旻当舞一

 (4.10) 限界収入

         dP,d X,_dX;  一P(α εy+β8「W+r$ CX rs)2)x+pa.一 一pa( rsx-r8)

 (4.11) 供給方程式

    仰一x-rsr3(azid-f-tr一、){(o)(潔 轟 渦 詑 九為 脚 Σ剛

     _rs(X-rsa22d-1-tr-1){(a)(聖)+(潔 評・語 Σ 脚}

として,供 給方程式 を導び くこ とがで きる。生産技術パ ラメター αゴ,a;, b;, Cj,4ゴ 及 び想定需要関

数 のパラメター γ、ゴに依存 し,短 期 的に資本設備K;,要 素 価格 吻,Pzd(2・ ≒の, pigが 一 定だ とす

る と,(4.11)式 は,pea-x,の 供 給表 を示す こ とになる。

 測 定 の結果(4.10)式 の 等号第二式 の第一項

               dP,d P(as Y凾+β、 W+η 、)

                dX;   (X_rs)2

が 非 常 に小 さい場合,一 γ、/(X一 γ、)は ほぼ1に 等 し くなる。 その ときには,完 全競争市場下 の企業

行動 に帰着す るか ら,(4-11)式 は,pea=・MC;と 同義 にな る。一般 には,前 章の(3.10)式 の

                   1.=Xrs>1                 
1-1_._ rs

                   ηゴ*    ,
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となり,供 給表 と限界費用曲線の間には,乖 離が生ず ることになる。

 (4.11)式 の括弧内の第一項は,単 位当り労務費,第 二項が国内原材料費,第 三項が輸入原材料費

に対応する。

 短期的に資本設備一定,要 素価格一定のもとでの,産 出規模に対する供給価格の伸縮性は,(4・11)

式碾 開か ら注 産鰤 パラメタ1_a・(xの 累数)及 び想定霰 関数の η豹 すな泌(x-rs)

/γ・の大きさに依存する。

ま嬪 本設備搬 こ伴なう,供 繖 の変位をち 生齦 術パラメター4一 争 依存するこaこ なる.

 一 測 定一

 供 給方程式(4.11)の 測 定 につ いては,生 産 関数 のパ ラメター,a;, b;,6ゴ,偽,α'の 測定 と想定

需要関数 のパラメター γ・ゴの測定 を行 なわ なければな らない。

 前 章 の実験計画 の際 に も触れた ように,わ れわれが入手 し うる資料 は,均 衡点 の軌跡 を意味 してお

り,何 らか め構造推定法 に よって,供 給方程式 を識別す ることが必要 とな る。

 資 料の 詳 しい 説 明は,こ こでは 述べ られ な い が,(4.11)の 推 定 に必要 な部門別 のXゴ,Pゴ ら

R㎜ σ=1…,の,w;, K;,砺d, llgj"n,勿, h;*, tj9が 需 給均衡点に対 応 して,1955年 か ら1972年 まで

                   注〔4〕
暦年 ベースで時 系列 に整 理 されてい る としよ う。

 生 産関数(4.1)の 推 定 は,対 応す る産 出能力 の資料が入手困難なため直接推定す るこ とは 出来な

い。(4.2)式 を,直 接時系列資料に当嵌めて,oブ, d;の 推 定値 はえられ る。そ こで,一 つ の方法 とし

て,(4.1)式 を(4・3)式 に代入 して;

(4.12)  濁一9・砂 伽 幽 押 伽 α群倦)α ・hi*

とな るか ら,両 辺をh;*で 除 して

(4.・3)   か 群(hh
,*)㌦

を両対 数線型式で当嵌めて,a;, b;;, CYjの 各 パ ラメタ ーを えると とも考え られ る。 しか しこの方法を

試 みた場合,0<-Xj<1の 理 論的制約 条件を満足 しない場合が多 く結局, a;,あ,-Xjの 直 接推定 は難

しか った。                     '-

 一 方,想 定需要関数(4.7)に つ いて も,直 接 にasp,β ・s,γ・ノ,η・ノを最小 自乗法 で もとめ るこ とを

試 みたが,容 易Yy推 察 され る とお り,独 立変数Y, Wの マ ルテ ィコ リニア リテ ィのため に,理 論的

符号条件 を満 たすパ ラメターを得る ことは困難 であ った。

 そ こで,今 回 も,こ れ まで に開発 した構造推定 の方法 を用 いた。詳細 は,辻 村 ・黒 田 厂日本経済 の

一般均衡分析」第2章4節 を参照 された いが
,そ の骨子は,構 造式 として,供 給方程式(4.11)を 推
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定 て し,α ∫,γ、ノにつ いての推定値 をえて,α'を 用いて,(4.3)式 か らQ」 の理論値系列 を逆算 し,

そ れを用いて(4.1)式 か ら,の,防 の推定値 をも とめ るや り方 である。

 (4.11)式 を 展開 して整理 す る と

 (4.14)

   P」d+罍1多欝 竺 煮購 鐸、)+素{x(Σ鳥課 網
                           

    一一 一AI Xi A・』一 一厂

                  一去{  .〃彡・zσX(σ♂十t∬一1)}                  }一 一

                  A3   薦

と し,両 辺 の各項をY,Xi, X2, X3, A1, A2, A3に 置 きか ける と

                 Y=AIX,十A2×2十A3×3

とな り,Y, Xi, X2, X3を 変 数 とす る線型式 とな る。 しか も, Ai, A2, A3の 間 には, A1= r 42・A3

の運 論的制約があ る。

 そ こで,Al=一A2・A3の 制 約 の もとで,(4.14)式 の残差 を最 小にす るとい う当嵌めか ら,γ ・及び

α の第1次 推定値 をえ る。 γs及 び α の第1次 推定値 をも との 供給方程式(4.11)に 代入 して,P」d

の理論値 をえて,目 的 関数

                    18      〈

 (4.15)          T・・ 2(Pブ 娠 理)2
                    t=1

を尉 にすべく,α繭 を欄 働 パター羨無 変化させて,第 ・次齪 値の灘 方向バイアスを

修正す る。

 収 束値 αブを用いて,(4.3)式 か ら,産 出能力Q」 の理論値 を逆算,そ れ を用いて(4.1)式 か ら,

の,あ を もとめ る。以上 が構造推定 の概略で あ る。

 の,あ,α ブ,γ、ノの推定 値を,直 接推定 した の,d」 と合せ て,ま とめた のが 〈4-1表 〉の結果 で

あ る。

 (4.1),(4.2)式 の 推定は,直 接最小 自乗法に よるもので,算 出 され た相関係数 でみ る と自由度17

で 有意水準1%で 統計的 にすべ て有意 な結果 をえてい る。

 また,(4.11)式 は,非 線型 推定だか ら,通 常 の相関係数 を もとめ る ことは意 味がない。 したが っ

て,〈4-1表 〉 には,タ イルの不一致係数 を示 してある。周知 の とお り,不 一致 係数 は0と1と の

間 の値 を とる当嵌 ま り・の統計量で0に 近 ければ近 い程,当 嵌 ま りの良好 な ことを示 している。各部門
                          ム

とも,観 測値jPノ と(4.11)式 か らもとめ られ る理論値P」dと の当嵌 ま りは非常 に良好であ る。

         ム

 各 部 門 のPゴdとP」dを 時系列に図示 したのが,〔4-1-1図 〕～〔4-1-18図 〕 で ある。
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第4章 供給方程式の定式化と測定

〈4-1表 〉 供給方程式パラメター推定結果

品

維

プ

学

炭

石

属

属

械

械

械

械

業

業

業

業

険

ス

料

ル

厘

金

機
鬱

轟

蓑

環

ビ

 

 

バ
 

油

業

次

 

般

気

送

密

他

 

 

小

融

一

 

 

・
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

 

の
 

 
 
・

食

繊

紙

化

石

窯

一
金

一
電

輸

精

そ

公

建

卸

金

サ

(4.1式)Qj=・ ノψ ・

〈
砺

0.28295

0.00425

1.00706

0.00699

0.00235

0.00405

0.97553

0.02653

0.01832

0.00576

0.00578

0.00191

0.03494

0.00131!

0.31018

0.00023

0.25687

0.01076

〈ら

0.64881

1.081951

0.99372

1.01989

1.29631

L104921

1.005551

0.94464

1.04858

1.14709

1.11085

1.39613

0.90841

i.i17s9

0.6832?

1.39768

0.62711

0.99203

相 関
係 数

0.9949

0.9615

0.9979

0.9966

0.9916

0.9923

0.9840

0.9899

0.9871

0.9860

0.9802

0.9803

0.9956

0.9989

0.9888

0.9886

0.9937

0.9849

(42)式L3=cノ ψ

〈
の

287.37901

693.52846

68.05241

187.56867

13.85901

99.48879

64.37381

105.71810

76.80789

30.17405

67.63589

25.16445

400.96602

130.83424

456.72643

150.49995

97.50458

96.39865

〈の

0.17279

0.09628

0.24854

0.14415

0.18730

0.25408

0.29321

0.36544

0.37735

0.50259

0.32846

0.42764

0.27094

0.35112

0.28444

0.47282

0.33195

0.49752

相 関
係 数

0.8853

0.6223

0.9120

0.9519

0.9145

0.9514

0.9042

0.9757

0.9289

0.9745

0.9734

0.9444

0.9524

0.9826

0.9705

0.9542

0.9947

0.9889

(4.11)供 給 方 程 式

 

ゴ

〈
α

0.61600

0.76954

0.530221

0.40618

0.18499

0.52078

0.33794

0.61439

0.55987

0.48729

0.52468

0.55096

0.73594

0.54751

0.85891

0.72575

0.34248

0.66934

バ

γsd
タ イ ル

一 .35680x108

一 .23564x108

一 .11959x106

一 .46078x105

一 .39144×105

一 .91681x105

一 .27955x109

一 .10781x108

一.15214x1061

一.43687x106

一 .16995x108

一 .67932x107

一 .39412x108

一.47460x108

一.11172x108

一 .16117x108j.

一 .20022x1051

一 .62863x106

0.0055

0.0301

0.0131

0.0223

0.0243

D.0151

0.0336

0.012

0.0204

0.0121

0.01i5

0.0270

0.0117

0.0227

0.012s

O.0297

0.0466

0.0172

ほ ぼ,観 測値peaの 変 化 を追 ってお り,こ の点か らも,各 パ ラメターの有意性 を読み とるこ とがで

き る 。

主 〔1〕 辻 村 ・黒 田 「日本 経 済 の一 般 均衡 分 析 」 第2章2節 参 照 ゐ こ と。

主 〔2〕 辻 村 ・黒 田,前 掲 書 第2章2,3。

主 〔3〕 尾 崎巌 「規 模 の経 済 性 と レオ ンチ ェ フ投 入 係数 の 変 化」 三 田学 会 雑 誌59巻9号,1967。

    同 "Economics of Scale and Input-Output Coefficients"ApPlications of Input-Output Analysis,

 Proceedings of the Fourth International Conference on Input-Output Techniques, North-Holland,1972.

注 〔4〕 資 料 は慶 應 義 塾大 学産 業研 究 所 のKEO・ モ デ ル ・プ ロ ジ ェ ク トに お い て 整 備 され た もの で あ る。 公 表 の1955年,60

年.65年,70年 の産 業連 関表 の時 系 列 接 続 表 を ベ ンチ に,1955年 ～72年 の23部 門 非競 争 型 産 業 連 関 表 を 推 計 して い る 。 詳細

 は,KEO資 料rK E O・ モ デ ル資 料 整 備 に 関す る作 業 報 告 〔1〕,〔II〕 」 を 参 照 され た い 。

注 〔5〕R.Hooke, T. A. Jeeves"Direct Search Solution of Numerical and Statistical Problems"Journal of

 Association of Cumputer, March, vol.8,1961.及 び辻 村 ・黒 田,前 掲 書補 論 を 参 照 の こ と。
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 前章で1955年 か ら72年 までの部門別時系列資料を用いて,生 産者均衡図式にもとついて,生 産関

数,想 定需要関数のパラメターを推定し,統 計的に有意な結果をえた。

 ここでは,そ れら実測されたパラメタマを用いて,各 部門の供給表を導びき,そ こから,各 部門の

供給の特性を明らかにしたい。

 (4.1),(4.2)を 書きかえると

(5.・)   瓦一(1a;)毒Q毒 ∴ 属噸 馬

(52)   岫 俵)霧・Q審 ∴ 一々姻%

のかたちが展 開でき る。

 (5.1),(5.2)式 は,の メンバ ー尾崎巌教授が これ まで hの 資料 か ら検討 を加え られ てきKEO

た要 素制約型 の投入 関数 と同型 であ る。尾崎氏の報 告に よれば,工 業統計表3digit及 び4digitの

品 目の クロス ・セ クシ ョン分 析において,わ が国製造 業のほ とん どの商品で,① βム<βκ,②RL<1,

③ βK>1も し くは βKは 若干1を 下 まわ る程 度,と い う計測 がえ られてい る。

 (5.1),(5.2)式 の かたちか ら,βK,βL>1の 場 合,産 出規模Qの 拡大 に伴 なって,資 本労働 の

平均生産性 は低下す るか ら,規 模 に関して非経 済性(Dis-economies of Scale)が 働 き,βK=βL=1の

場 合 は規模 に関 して収穫不変(Constant Returns to Scale)と な り,そ して,βK,β 〆1の 場 合,規

模 に関 して経済性(Economies of Scale)が{動 くこ とを意味 してい る。 したが って,尾 崎氏 の計測 は,

わ が国 の製造業 の多 くにつ いて,労 働 に関 しては,規 模 の経済性 が働 き,資 本 につ いては,労 働 ほど

規模 メ リッ トはな く,む しろ非経済性 の働 く商品 もあるこ とを意味 してい る。

 尾 崎氏 の観察事実は,わ れわれれ の計測で もそ のまま妥当す る。 〈5-1表 〉(1),(2)欄 に示す よ う

に,す べての業種 で β五くβκ,RL<1が 成 立す る。一 方,βKに ついては,食 料品,紙 ・パル プ,金 属

製 品,そ の他製 造業,建 設 業,金 融 ・保 険業,サ ービス業な ど規模に非経済性 の技術構造を もつ こ と

が示 され てお り,石 油 ・石炭製 品な ど労働,資 本 とも著 し く規模拡大 の効果 の大 きい ものもあ るこ と

がわか る。
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〈5-1表 〉 部門別供給特性

品

維

プ
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石
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械

械

械

械

業

業

業

業
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均

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
造
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難
齢
蠶
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鑼

 

 

●
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の

 

 

 

・

食

繊

紙

化

石

窯

一

金

一

電

輸

精

そ

公

建

卸

金

サ

平

 (1)

RL一寄

0.2663

0.0889

0.2501

0.1413

0.1445

0.2299

0.2916

0.3869

0.3599

0.4381

0.3317

0.3063

0.2983

0.3141

0.4163

0.3383

0.5293

0.5015

0.3129

 (2)1
RK=可

 (3)

X40一 γs,

 78ゴ

1.5413

0.9243

1.0063

0.9805

0.7714

0.9050

1.9945

1.0586

0.9537

0.8718

0.9002

0.7163

1.1008

0.8947

1.4636

0.7155

1.5946

1.0080

1.0223

1.00147

1.00012

1.01060

1.06550

1.03260

1.01120

1.00002

1.00013

1.01813

1.00544

1.01859

1.00007

1.00013

1.00011

1.05943

1.00037

1.19661

1.01121

1.00239

ー

∂

α

q

4

一 〇.8804

-1.3097

-1 .6256

-2 .3668

-6 .8201

-1 .8676

-2 .6823

-1 .1743

-1.4955

-1 .8514

-1.7887

-2 .1064

-0 .9634

-1 .6903

-0 .5111

-1 .4531

-1 .4991

-0 .9846

-1 .8372

1

ラ5(

-

α

0.6234

0.2994

0.8860

1.4619

4.4056

0.9201

1.9592

0.6276

0.7861

1.0521

0.9805

0.8150

0.3588

0.8265

0.1642

0.3779

1.9198

0.4940

1.0532

 βL一βK平 面に,推 定値をプロットすると 〔5-1図 〕のような散布図がえがける。 βKの 単純平均

値が1.0223,βLの それが0.3129と なってお り,βL,βKと も平均値を下まわる石油 ・石炭,化 学,

鉄鋼(一 次金属),繊 維,精 密機械,紙 ・パルプ業等に比べて,金 属工業,建 設業,金 融 ・保険業 など

は,規 模拡大のメリッ トが小さな技術特性をもつことがわかる。

 このことは,時 系列の生産性の変化をプロッ トした,第2章 の 〔2-2図 〕の結果 とも符号してい

る。1955年 から72年 の間,産 出規模は拡大してお り,そ の結果,食 料品,建 設業などの業種では,資

本集約化 とともに,資 本の生産性効率を低下させる技術特性を持っていることを意味している。

 しかし,〔2-2図 〕 と 〔5-1図 〕を対応させてみると,繊 維産業など,技 術特性 としては,RL,

βκ とも規模の経済性があるにもかかわらず労働 ・資本生産性の絶対水準は}全 産業平均を著しく下

まわっているもの,逆 に食料品など β五,βKで 示 されるかぎり,平 均的効率 より下まわる技術特性を

もっているにもかかわ らず,生 産性の絶対水準は,平 均を上まわるものなど両面か らの分類が可能で

ある。

 18業種のうち,石 油 ・石炭製品製造業は,β 乙,βKと も顕著に規模の経済性の特性を示し,か つ,

労働 ・資本の生産性の水準 も他の業種に比べて非常に高い水準にある。

 石油 ・石炭製品製造業を別にして,1970年 の資本 ・労働の生産性の単純平均をもとめると,資 本生

産性の全産業平均2.6712,労 働生産性のそれが5.1979と なる。その結果,技 術特性 として規模 メリ
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aL
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       〔5-1図〕RL-RKと 規模の経済性、

         i
         lβK=1.0223

         i

         !サ
         i          .

匙調 ∴一一 蒋
  者 花}       鯛

        0.7  0.8  0.9  1.0  1.1  1.2  1.3  1.4  1.5  1.6  RK

ッ トの大 きい繊 維,窯 業 ・土石製 品は,生 産性 は劣位 の業種に属す る ことになる。

 β厂βKの 特性,労 働資本 の生産性 とい う観点か らだ けでは,右 油 ・石炭 製品な ど顕著に他業種 と異

なる ものを除いて,必 ず し も特性区分を明 らかにす るこ とは困難な ようにお もわれ る。

 さ て,以 上 め技術 特性 を供給 シェジュール と対 応 させて,そ の形 状か ら,よ り明確に技術特性を明

らかにで きないだろ うか。

 前 章の(4.11)式 を も う一度書 くと,

(5.3)μ 一為纛 一1){(a)Clas)ズ 鯨 早 謹 ∴ 潔 耐 Σ晦}

とな ってお り,す でにrs,α, a, b, C, dな ど の各パ ラメターは測定 され てい る。

 先 に述 べた想定需要 関数 の性質 か ら,(5.3)式 は,

(5.4)  pad=(
・諭 酔 雫 蜘

となる ことがわか ってい る。

そして ・/(    11一   
ηブ*)は 通常 ・より大きく・ ブ部門の供儲 が供纈 動を行 うに際して・市場の競

争状態を如何に想定したかを事後的に均衡値の近傍で測定したものである。したがってほ とんど1に

近ければ,完 全競争的市場を想定して行動したことにな り,1よ り大 きく乖離すれぽするほど,完 全

競争状態の供給価格,限 界費用と実際の供給価格の差は大きくなる。

 模型的に書けば, 〔5-2層 図〕のようにあらわす ことができる。
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.0

.J
P

〔5-2図 〕 競争条件による供給表のMCか らの乖離

   D      真の供給表  /S

       /釧
      /『E' 、± 一X一'}'sivs,                η'*     /

    /
   -
  /
 /

S//

 S'

完全競争下の

供給表=MCs D

X;

〔5-2図 〕においてssは 限黷 用曲線である・ 供儲 の楊 こ対する反応(・/1一 力・加

わ って,真 の供給 シェジュールは,SSま で 変位 す る。 そ の場合,需 要表DDが 与 えられ るとすれ

ば,均 衡点 はE'か らEに 変位 して均衡価格 は上 昇す ることにな る。

第4章 で述べた蝋 ここでの[       11一・/      η*]という測定凱 個 々の蝶 の市場感応弾性や暢 の

需要の価格弾性値などの事後的な加重平均値であ り,産 業組織論で意味する市場支配力 との関係はい

まのところそれほど明確ではない。しか し,限 界費用曲線と測定された供給表 との乖離は均衡点の近

傍での一応の競争条件を示す ものとして意味づけることは可能であろう。

 それを,1965年 の均衡産出量の水準で各部門でもとめたのが,〈5-1表 〉の第3欄 である。その

結果か ら,化 学工業では,限 界費用,し たがって完全競争下の供給価格を6.55%,石 油 ・石炭製品

製造業では3.26%,建 設業で5.94%,金 融 ・保険業で19.6%も 上まわって,供 給シェジュールが

位置していることがわかる。他の各部門については,ほ とんど限界費用 との乖離はない。

 こうした供給表 と限界費用の差を含んで(5.3)式 に測定されたパラメターを代入して,K;, h;*,

w;,.即 σキの,PZmな どを各年次の実際値に固定した うえで, pea-Xjdの 軌跡をえると,同 年の供

給シェジュールの実測図を}る ことができる。

 〔5-3-1図 〕～〔5-3-18図 〕は,各 業種について,1955年,60年,65年,70年,72年 の実測

された供給表を図示したものである。供給表の形状を部門間で比較できるように,産 出量(横 軸),価

格(縦 軸)「とも各部門共通の目盛をとっている。各図の△印は各年の産出量実際値に対応する価 格理

論値でその時点の需給均衡点を示 している。

 前章の説明か ら明らかなように,各 部門の産出能力の拡大,す なわち 資本設備の拡大は,理 論的に

は,供 給表を右に変位せ しめる。それに対 して,名 目賃金率や国内及び輸入原材料価格の上昇は,逆

に供給表を左に変位せしめる影響をもっている。 〔5-3図 〕の実測されたシェジュールは,各 部門
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石 油 ・石炭製品製造業
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の各年次の資本設備量及び生産 コス ト要素価格は実際値をそのまま用いているか ら,両 者の変位効果

が相殺し合って,落 ち着いた供給表の水準を示している。 そして,年 次を固定した供給表上.Pα一X

の軌跡は,実験的に部分分析の方法にしたがい,他 の事情を等 しく(資 本設備量及び生産要素価格を固定)

したままで,産 出量のみを変化せしめた際の供給価格の軌跡である。▲印で示 され る各年の需給均衡

点は,一 方で このように供給表が列年変位すると同時に,所 得上昇などによって,市 場の需要表 も変

位した結果実現 した均衡点 と解せ られ る。

 このようにして画かれた供給表に注 目す ると,そ の列年の変位について,き わめてはっきりした特

質をみることができる。

 食料品,建 設業,サ ービス業は,供 給表が産出能力の拡大にもかかわ らず,列 年左方(上 方)に 変

位している。また,繊 維業は1960-65,65-70年 で,そ の他製造業は,1955-60-65-70年 で,卸 ・

小売業は,1955-60-65-70年 で,金 属製品製造業は,1955-60年 で,輸 送機械工業は,1955-60年

でそれぞれ左方(上 方)変 位している。 これ らの部門は,各 年で産出能力の拡大による右方変位の効

果以上に,要 素価格上昇による限界費用の上昇が激 しく,そ の結果が供給表の上方変位 となったもの

と考えなけれぽならない。

 供給 シェジュールが列年上方に変位した場合,需 要曲線の変位が同じであって も,均 衡価格は,右

方変位す るものに比べて当然上昇する。したがって,第2章 〈2-1表 〉の部門別価格上昇率 と供給

表の変位 とが密接な関係をもつことは充分に理解できる。

 供給表の変位幅は,資 本設備の拡大による限界費用の逓減率(限 界費用の産出能力拡大の弾性値)と

要素費用の上昇率に依存する。いま,要 素費用の上昇率は,部 門間で平準化が働 くものと仮定して,

前者の生産技術的条件だけにまず注 目しよう。

 (5.3)式 か ら明らかなように,資 本設備1単 位拡大による,供 給価格Pdの 変化は, K」・の累数 d一

互に依存す る樋 常d一 互は負の値輙 るか ら,そ の繃 値猷 きいほt・'資 本設備拡大による供給
α                    α

表 の右方変位 は大 きい ことにな る。

先 に もとめ られ たパ ラメターか ら洛 部 門のd一 立 嬶 定 した のが,〈5_壊 〉 の(4)欄で ある。                       α

 石 油 ・石炭製品製造業 の 一一6.8201に 対 して,食 料品 は 一〇.8804,建 設 業は 一〇.5111,サ ー ビス

業 は 一〇.9846と 非 常 に小 さい。先 の β五,βKの 特質か ら,資 本 ・労働 ともに規模 の経済性が有意 に働

くと見 られた部門,特 に化学,石 油 ・石炭,一 次金属 とい った部門 の資本効率が顕著 に高 いこ とがわ

か る。そ して逆tlc, d_互 の 絶対値が小 さい部門は,供 給表 の上方変位 してい る部門 とほぼ対応 して           α

いる。

 さて,供 給表の図から見 られるもう一つの特質は,供 給表の勾配である。 〔5-3図 〕はすべて同

じ目盛で書かれているから,食料品と紙・パルプ業 との供給表 とは明らかに勾配が異っていることがわ
                                           デイマソ
かる。供給表の勾配は,短 期的に資本設備,要 素価格一定のもとで,需 要表が変位した場合, "需要

                   一 147 一一
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ドサプル

圧力 に よって,価 格 が どう変化す るか"と い う影響 と 関係が深 い。 もし,同 程 度の 需要拡大であれ

ば,供 給表 の勾配 が急傾斜 であ るほ ど,価 格上昇圧力は強 まるこ とになる。

 (5.3)式 に もど って考 えれば,Xゴ が他 の 篤, W」, Pゴdσ≒の, Pim一 定 の もとで,1単 位変化 した

ニニ蹴 繋 飜1膿 蘊 茎鸞 禦 繋) ど部門間
                     

(1-1a)す なわち・供給の価鰰 雛 の近似的算定値とし轍 術パラメタ吻 からもとめたの

カ㍉ 〈5一 ・表〉の(5)欄である・供纖 の勾Ute*, (一1}一一i                          )が大きければ大きいほど急勾配を意味す

               〔5-4図〕 技術条件による部門特性

          資本設備拡大による生産能力拡大弾性値と供給の価格伸縮性
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る。

 資本設備の拡大による費用の逓減効率の高かった,化 学,石 油 ・石炭,一 次金属 といった部門は,

供給表の勾配が急傾斜で短期的な需要圧力の影響を うけ易い,逆 に,食 料品,建 設業,サ ービス業な

ど変位効果の小さかった部門は,勾 配がゆるく,短 期的な需要圧力の影響は受けにくいことになる。

いまもと臨 卜 吾]に しろ1ｫ一1]Yこ しろ・すべて・生産関数(4.・)一(4.3)式 のパラメタ

ーに依存 している。要素費用の部門間格差や需要圧力の部門間格差が実際の価格上昇率の差には影響

を与える。価格上昇率 との厳密な分析は次章で行な うこととし,こ こでは,さ しあた り,も とめられ

た各部門の技術特性 と供給表の形状との関係に限定して,上 記の観察事実を整理してみよう。

そこ姓 産能力拡大の難 値[d-a]と 供給の価鰰 縱[詞 を関係づけ確 業をプ・

ッ トしたのが,〔5-4図 〕 の散布図であ る。

脚 ミ[4調 だから・繃 値漱 きL・庇 資本設備嚇 ピよる供繖 の右方変位漱 き

い・ ま た 横 軸 が1_a・
           ]だから・値漱 きいほど供黻 の勾配は急である・
 散布図の第2象 限にあって,○ 印の各部門は,先 の供給表の図で,列 年供給表が左方(上 方)変 位

している部門である。そして,供 給表が顕著に上方変位している部門は,1955-60年 の金属製品及び

輸送機械を除いて散布図の○印以外ではあらわれない。

 そして,そ れ らの部門は,1955年 か ら72年まで,価 格上昇率がきわめて 高かった部門にも対応す

る。
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前章の2っ の技術特性低d-bと1・ か ら・8羅 を ラフ紛 割 す ることがで きる。               a -a

 〔1〕 資本設備の拡大に伴なう供給表の下方変位が小 さく,し かし,供 給表の勾配が緩かな部門…

  …食料品製造業,繊 維工業,そ の他製造業,建 設業,卸 ・小売業,サ ービス業

 〔II〕 資本設備の拡大に伴な う供給表の下方変位が大き く,し かし,供 給表の勾配が急な部門……

  化学工業,一 次金属工業,石 油 ・石炭鍵品

 〔皿:〕資本設備の拡大による供給表の下方変位.供 給表の勾配 とも,〔1〕,〔II〕の中間にあるもの

  ……紙 ・パルプ工業,窯 業 ・土石製品,金 属製品,一 般機械,電 気機械,輸 送機械,精 密機械,

  公益業,金 融 ・保険業

 以上の3区 分は,〔5-4図 〕にもとつ くものであるが,18業 種のうち,金 融・保険業はい くぶん特

殊である。供給表の勾配からすると,む しろ,〔II〕に属するようにみえる。一応暫定的にここでは,

〔皿〕に含めておく。それ以外の各部門の区分は,か なり明確なものと考えてよい。特に〔1〕の分類に

属する各部門は,供 給表が列年上方に変位 していることでも,他 と異っている。

 〔1〕か ら食料品製造業を,〔II〕から化学工業を例にとって,1965年 以降の供給表の変位を観測した

のが,〔6-1図 〕,〔6-2図 〕である。1965年 から70年 の間,食 料品製造業の資本設備 ス トッ ク

は,65年 不変価格表示で1兆2,941億 円から2兆2,997億 円に,さ らに72年 では3兆324億 円まで拡大

している。いっぽ う,化 学工業では,1965年 の2兆4,005億 円か ら,70年,4兆3,138億 円,72年,5

兆8,499億 円まで拡大している。その間,前 者では,65-70年1.78倍,70-72年1.32倍,後 者では,

65-70年1.79倍,70-72年1.35倍 となっている。資本ス トックの拡大率でみるかぎり,両 者はほ とん

ど差がないと云って良い。それにもかかわらず,実 測された供給表 の変位方向は,全 く逆になってい

る。

 〔6-1図 〕では,食 料品製造業における1965年 から72年の供給表 の変位について,制 御実験を試

みている。図の実線で画かれた曲線は,実 測された各年の供給表に対応している。したがって,65年

一70年 一72年 と上方変位 している。それに対 して,先 の資本設備の拡張のみを実際値を用い,そ れ以

外の要素価格が65年 水準 と変 らない と仮定して,も とめた供給表が点線で画いた ものである。点線の

供給表は,資 本設備の拡大に応 じて,確 実に下方変位している。いま,需 要水準が仮 りに,65年X65
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と同じ水準であったとすれば,供 給価格は0.96か ら0.84ま で大幅に低下していたはずである。またそ

の供給表に沿って,1970年 の需給量X70を 供給した としても,価 格は0.89と65年 水準を下まわってい

ることになる。 しかし,実 際には,要 素価格の上昇が,供 給表を点線の1970年 の位置か ら,実 線の

1970年 の位置まで変位させ,そ のとき,価 格はX70の 供給量に対応して1.15ま でつ り上 ったことにな

る。全 く同様にして,1972年 でも,産 出能力の拡張線(点 線1972)と 実際の供給表(実 線1972)と の間

に差が生じている。

 食料品にかぎらず,〔1〕 の分類に属するすべての部門で同類のパターンが観測される。

 これに対 して,分 類〔II〕では,同 程度の資本設備の拡大で も,産 出能力の拡張効率が良いために,

要素価格の上昇分をカノミーして,供 給表は正常な下方(右 方)変 位をとげる。

 〔6-1図 〕 と対比 して,〔6-2図 〕化学工業の例を見ていただきたい。要素価格の上昇による上

方変位があったにもかかわ らずs1965-70-72年 と供給表は右方に変位している。したがって,需 要

量:に変化がなけれぽ,1970年 の供給価格は確実に65年 水準 より低下 していたはずである。しかし,化

学工業の場合,供 給表の勾配が,食 料品製造業に比べて急勾配で,短 期的な,需 要圧力による価格上

昇が激しく,〔6-2図 〕では,産 出能力の拡大で供給表は1965年 から70年(実 線)で 変位しているに

もかかわらず,需 要規模が拡大して,均 衡点はEssか ら.E70へ と推移し,価 格が上昇した ものといえ

る。

この蝋[d-aJと[1_11Jaと い う2っ の技術パラメタV'よ る部門区分が供給表 の形態 と

密接な関連をもつことがわかる。しかし,実 際には,部 門間の資本配分が必ず しも均一の伸び率を示

しているわけではなく,ま た要素価格や需要の伸びも異なることが充分考えられるから,技 術特性の

部門間差異が供給表の変位形態 と1対1対 応するかどうかは,実 証的に確かめる必要がある。〔6-1

図〕,〔6-2図 〕でみるかぎり,た またま,両 部門の1965年 から72年の資本設備の伸び率がほぼ同じ

程度であったために,供 給表の変位 と技術特性による区分が対応したにすぎないのであって,も し食

料品部門でより資本設備の拡大が大きけれぽ,異 なった供給表の変位が実現していたわけである。し

たがって,技 術特性 として云えることは 『〔1〕Y'属する部門が〔■〕,〔皿〕に比して,資 本拡大による

供給表の逓減効率が小さいこと,し かし,短 期的需要圧力によっては,価 格はそれほど上昇しないこ

と,逆 に〔II〕に属する部門は資本拡大の効率は優れているが,短 期的需要圧力による価格上昇が起き

易いこと』 これである。

 この技術条件を前提に価格変動パターンをわが国の資源配分,特 に資本ス トックの醜分 と対応させ

てみる。周知の重化学工業政策の推進によって,部 門間の資本設備の配分は著しくかた よらている。

 第2章 の〈2-1表 〉が上記18部 門についての,資 本ス トックの伸び率 と構成比であった。

 伸び率は,1960～65年 がどの部門も頂点で,1965年 以降,伸 びは逓減 している。先の部門区分〔1〕

に属する部門の資本ス トック拡大率 と〔II〕及び〔皿〕とは有意な差がみられる。構成比を〔1〕,〔II〕,
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〔6-3図 〕 資本効果,費 用効果,需 要効果の分解
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〔皿:〕区分 に分 ける と,〔1〕 の部門が1960年 の36.39%,33.10%,32.85%と 減 少 してい るのに対 して,

〔II〕は10.01%,14.01%,15.16%と 著 し く拡大,ま た 〔皿〕は27.88%,32.99%,34.82%と これ も

1970年 まで拡大を続けてい る。

 先 の技術特性 か ら,も ともと〔1〕の資本効 率は,〔1【 〕や〔皿:〕に比べて悪いか ら,こ の資本拡大 の伸

び率格差 は,見 かけ以上`.1Y供給 表 の変位 に影響を与えてい る。

 そ こで・ この資源配分 ㊧格差 を技術条件 と結 びつけて・ 第2章 で述べた価格変化の観察事実を,理

解す るため に,比 較静学的に次 のよ うな実験 を行 なってみ た。

 先 の 〔6-1図 〕,〔6=2図 〕 の実測図か らも明らか な ように,時 点間の価格変花 を三 つの要素 に

分解 してみ ることがで きる。

 〔6-3図 〕 の模型でそれを説 明し よう。

 い ま,T年 及 びT+1年 の供給表 が 〔6-3図 〕 の実線T, T+1で 観 測 され た とす る。 その とき

需給均衡点 はET, ET+1で あ り,価 格 はpT, pT+1,数 量 はXT, XT+1で あ る。

 この とき,T年 の要素価格 のままで,資 本設備 だけが拡大 してT+1年 の水準 になった とすれば,

供 給表 は,点 線の(2-Q線 まで右 方変位 す るはずであ る。 そ の とき,需 要水準がT年 のXTの ま ま

だ とすれば,価 格 はPBま で低下 す る。 しか し,そ の間,実 際 には,要 素価格 の変化が あって,供 給

表 はQ-Qか らT+1年 の実線 まで上方変位 して しま う。 ここで,需 要がXTの ま まならば,価 格 は

PAと な り, PAと1)Bの 差 は要素価格 の上昇 に よる分であ る。 そ して実際 には,需 要 がxTか ら

XT+1ま で 拡大 した ことに よって, T+1年 の供給表 に沿 って価 格はpT+1ま で 上昇す る。

 以 上の分解か ら,P7か らpT+1へ の 価格変化 をpTか らPBへ の 資本効果(通 常 マイナス)と

PBか らP4の 費 用効果 とPAか ら.pT+1の 需 要効果 とに分けて表示す るこ とが で き る。

 この ・資本効果",1費 用 効果",・ 需 要効果・を1960年 一65年,1965年 一70年 の比較静学分析 か らも

とめたのが,〔6-4図 〕である。
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〔6-4図 〕 価格上昇の比較静学分析
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                第6章 価格変動の比較静学分析

 〔6-4図 〕では2時 点間の価格変化を3つ の効果に分解して,ま ず0軸 を基点にマイナス方向(左

側)に,資 本効果(斜 線棒ブラフ)を 計る。さらに,そ の資本効果の先端か ら逆方向に費用効果(白

塗 棒グラフと需要効果(黒塗棒 グラフ)とを 目盛ってある。需要効果の先端が基点の0水 準を上まわ っ

て,プ ラス方向(中 央線の右側)に 突出した分が両時点間の価格上昇分に対応す る。例xば,食 料品

製造業では,1960年 一65年 の間に,約11%の 資本効果が資本設備拡大によって働 き,そ れを減殺す る

ように要素費用の上昇効果が24%,需 要拡大効果が2.1%働 いて,結 局14.8%の 価格上昇が発生 した

と読めば よい。

 グラフ内の需要効果の横に附 してある数字はその間の価格変化分を表わしてお り,()内 の数字は

〈2-1表 〉の資本ス トック伸び率を示 している。

 まず,1960-65年 の価格変化については,部 門間で顕著な差がみられることがわかる。同程度の資

本設備の拡大率で も,技 術特性によって,資 本効果は全 く異って くる。重化学工業政策の基幹部門で

ある化学工業,石 油 ・石炭製品,一 次金属工業などの資本拡大の効果は,圧 倒的に大きい。それに対

して,先 の〔1〕に分類 された部門の資本効果は著 しく小さく,そ れを上まわる費用効果によって,価

格上昇が激 しくなっている。費用効果 と需要効果 との対比では,〔1〕 の部門が費用効果による価格上

昇が激 しいのに対 して,〔II〕の部門は,相 対的に需要効果が大きくなっている。 これ らの 観 察 事 実

は,ほ ぼ先の技術特性からxた 類推に符号してお り,予 想した結果 といえる。問題はむしろ時点間比

較にある。

 1960-65年 の変化を1965-70年 の変化 と比較してみよう。

 先の〈2-1表 〉からも明らかなように,資 本設備の伸び率は,ほ とんどの部門で1965-70年 の方

が,前 期間に比べて小 さくなってはいるが,伸 び率でみるかぎり,そ れほこ顕 Y'は差がない。

 しかし,両 期間の資本効果は明らかに有意な差がみられる。そしてそれは,特 に分類〔II〕の重化学

工業において顕著である。

 化学工業では,1960-65年 の2.44倍 の資本拡大に対 して,一50.6%と 価格水準を大きく引き下げる

効果を有していたのに対 して,1965-70年 の1.79倍 の資本拡大に対しては,一35%の 低下効果しか働

いていない。図から明らかなように,石 油 ・石炭製品製造業,一 次金属工業などでも全 く同様の傾向

がみられ る。また分類〔皿〕の中間的部門でも,そ の傾向は変 らない。

 一方,そ れらの部門の需要効果は相対的に大きくなってお り,結 果 として,価 格変化はプラス方向

に転換することになる。

 〔1〕の部門でも,相 対的には,資 本効果は小さくなるが,〔II〕,〔皿:〕ほどではない。しかし,〔II〕,

〔皿〕の各部門の価格上昇が間接的に原材料 コス トを上昇させ,そ の結果 として,経 済の相互依存性を

考えれば〔1〕の部門の費用効果をさらに拡大させることになる。

 (5.3)式 を再び引用すれば,供 給方程式
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(5.3)穿一為纛 一1){Ca)C)計 吾{避 楓 一 Σ岡

Yyおいて濱 耡 果はパラメター4一 吾 に依存し濡 要㈱ 緩 一 ・に依存 している.先 の〔1〕,

〔皿〕,〔m〕の頒 をd-bla'ｫ一 ・で行なっている.し かし,こ こでの比較静学的実験の結瓢 実

際の資本設備の伸び率,需 要の伸び率,要 素費用の変化率にかなりの部門間格差があるにもかかわ ら

ず,供 給の特性が,生 産技術条件の各部門の特性をきわめて明確に 反映していることを意味してい

る。

 とりわけ,〔II〕に属する化学工業,石 油 ・石炭製品製造業,一 次金属及び〔皿〕の電気機械工業につ

い て は,Id-bl>1か っ ⊥ 一1>1の 特 長 的 技 術 構 造 を 示 し て い る が,こ の こ と は,(5.3)式 の か
       a           a

たちから,:それぞれ,資 本設備ス トックK;及 びXjの 拡大について,他 の部門に比 して,価 格1)ノ

への逓減及び逓増効果が著しく大きいことを示している。1965年 以降の資本設備の伸び悩みが,他 の

部門に比べて極端に産出能力の拡大を低下 させたのは,こ のためであり,ま た需要圧力による価格上

昇を他部門より急激に うけたのもこの技術特性に依存す る。

第二章で提起 した,わ が国の価格変動パターンに関する横断面及び時系列の観察事実がか な りの程

度,各 部門の技術特性とその格差を拡大化するような資源配分の形態によって説明しうることがわか

った。

 しかし,こ こでの比較静学による分析手法は,あ くまで1つ の近似計算の域を出ない。

 しかし,生 産技術特性による供給特性の区分が,実 際の要素価格変動や資本の配分を加 えた うえ

で,実 際の価格変動パ汐一ンをかな りの程度説明でき,し かも,生 産技術特性の差異をそれが明確に

反映していたことを知 りえたのは,比 較静学分析の成果 といってよい。

 ちなみに,こ の章でもとめた1960年 一65年,及 び1965年 一70年 の価格上昇率ゐ理論値を〈2-1表 〉

の実際の価格上昇率 と対比して,各 期間でクロス ・セクショナ リィーに相関係数をもとめると,前 者

の期間で,0.9153,後 者で0.7727と かな りの説明力を有している。

 また2時 点間の価格変動のパターンについても,食 料品を除 く,17部 門でその上昇局面を良くとら

えていた6
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 価格変動の時系列及び横断面の観察事実をかな りの程度,わ れわれの分析用具をもって説明できる

ことを比較静学的手法で確認しえた。

 そこで,こ の章では,比 較静学分析の結論を弾性値概念を用いて,厳 密に整理し,1972年 までのわ

が国の供給構造の変化を追ってみたい。

 さて,供 給方程式(5.3)式

    pad-x-rsrsCal.7d+tl一、){(謝{畢x炉 ・w+潔 酬 Σ岡

において,い ま弧 資燬 働 トックYこよる儲 の逓繭 果を示すパラメターとして,4一 会睹

目してきた。

 それを,各 時点での均衡点での資本設備の供給価格弾性値でおきかえると,(5.3)式 をK;で 偏微

分して

(7.・) 嶋 綴 一[(d-a)(1a)(毒)・.CX-rs)rSCa,7.7d'}'tz一、)

                    ・虻 亀 〆…㌦ 瑚 研

としてもとめ られる。

 資本設備の供給価格(偏)弾 性値QKは,均 衡点のK;/pad水 準で把握 した としても,そ の場合,

前述の[d-a]の みではなく・当該部門の産出水Xgr標 鞴 時醗 名瞶 鰍 調 接

税 率tZの 各 水 準 及 び, Q'j, a;,6ブ,γ 、ブ,σ ブノ な ど の パ ラ メ タ ー に も 依 存 す る こ と に な る 。

したがつて・各部門のそれら灘 の水準力歟 るとす楓 必ずし櫛 パラメター[d-al

の格差を6Kは 反映しているとはかぎらないはずである。

 前 章 の比較 静学分析 の結果 は,一 応d-bの 差 を現実の供給表 の拡張がかな りの程 度反映 してい る                   a

ことを示 してはいたが,第1次 近似であるとい う欠点は免れえない。

 そ こで,(7.1)式 にしたがって,1970年 の各部門の均衡点での弾性値をもとめたのが,<7-1表>
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〈7-1表 〉 資本設備の供給価格弾性
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-2 .1064

-1 .8676

-1 .8514

-1 .7887

-1 .6903

-1 .6256

-1 .4991
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-1 .1743

-0.9846
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∂Pゴd
.」壟

∂.κブ pa7

一1 .4305

-1 .6083

-1 .2865

-1 .0917

-0 .9542

-1 .2579
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-1 .2769
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-1 .2024
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-0 .4942

-0.6976

-0 .3913

-0.1856

-0 .1722

で あ る。

〈7一 ・表〉は注 齢 門を技術パラメター[d-aJの 繃 値の大きい順に配歹りしてある・第・

欄の雛 分飜 先の〔1〕・〔II〕・〔皿〕の分類である・[1-1                            ]を考慮した駘 と比べて・鑷 工

業の位置が若干異なることを除いて,ほ ぼ前述の分類別に配列 される。

 それに対して,1970年 の弾性値6gが 第3欄 である。

 金融・保険業の弾性値が化学工業 と同程度になり,〔皿〕に属する部門の配列に変化を生ず るが,全体

的に[4調 嚇 触 こよる分類と驚くほど類似している・

 厳密に弾性値概念を用い,部 門間の資源配分や需要規模の相違を斟酌して も,石 油 ・石炭製品,一

次金属,化 学工業など重化学工業部門 と卸 ・小売業,サ ービス業,そ の他製造業,繊 維工業,食 料品

製造業,建 設業などの資本設備拡大による供給価格の逓減効率には有意な差がみ とめ られ る。

 こうした資本設備に関する技術条件を前提に,短 期的に資本設備ス トックを所与 とした場合の供給

表 の特性を解明してみ よう。

 いま(5.3)式 の供給方程式にもどって(5.3)式 の両辺を全微分すると

(7.2)  ddP,d=aX dX,
J+dawj dw;9+aP,datl,+、蘚 鐸4丑+端;卿

とな り,こ こで
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(7.3)aP,dax
;一

1

(7.4)

(7.5)

γs(αガ+tz-1)

aP,d

∂砺

   第7章 日本経済の供給構造

[(1)L・剛 去(X-rs)+rs}+(黒 、脚+Σ 晦]

aP,d
aw;一 幽 、嵩 一、)(1)・ 学

x-rs

(7.6)

γ、(a;ゴ舛'厂1)2 {(1a)聖+,黒 、聨+Σ 岡

1負 ≒(x-rsCljjd一}一tl一、)・曜
σ ≒ブ,2=1,…,2,3)

(7.7)  1舞 一
rs(議 籌一、)酬 ゴーい …2,3)

とそれぞれ展開できる。

 〈7-1表 〉の資本設備に関する技術条件のもとで,1970年 の 、[lj・を所与 として,均 衡点近傍での

価格1%変 化に 対する需要規模,賃 金,国 内原材料価格,輸 入原材料価格,間 接税率の寄与率を

(7.2)式 からもとめることができる。

              〈1-2表 〉 価格上昇寄与率  1970年
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それが,〈7-2表 〉の結果である。

〈7-2表 〉は,例 えば,食 料品製造業において,1970年 の設備規模のもとで,供 給価格1%上 昇
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は,需 要規模拡大によるもの0.1046,賃 金上昇によるもの0.1675,国 内原材料価格上昇によるもの

0.555,輸 入原材料価格上昇によるもの0.884,間 接税率上昇によるもの0.845の それぞれ寄与によ

ると読めばよい。

 したがって,食 料品の供給価格上昇の約55%が 国内原材料価格の上昇による影響であるというわけ

である。

 〈7-2表 〉の各寄与率に梼印をしてあるのは,寄 与率が30%を 超えるものである。

 先の〔1〕,〔II〕,〔皿〕の分類に対応 させてみよう。

 〔1【〕 石油 ・石炭,化 学,一 次金属;需 要規模拡大による寄与率が高 く,40%を 超える。しか も輸

入原材料価格の寄与率が比較的高い。

 〔皿〕 需要 ・賃金 ・国内原材料の寄与率がほぼ30%程 度で均等 しているが,そ の寄与率の大 きさで

分類すると,

  (イ)需 要 〉賃金〉国内原材料;電 気機械

  (ロ)賃 金〉需要 〉国内原材料;窒 業 ・土石製品,一 般機械,精 密機械,公 益業

  の 国内原材料〉賃金〉需要;紙 ・パルプ,金 属製品,輸 送機械

の3っ のパターンに分類できる。

 〔1〕 需要拡大による分がきわめて小 さいが,賃 金及び国内原材料について,次 の2っ に分類でき

る。

  (イ)賃 金〉国内原材料;卸 ・小売業,サ ービス業

  (ロ)国 内原材料 〉賃金;食 料品製造業,繊 維工業,そ の他製造業,建 設業

とな り,前 章の分析で費用効果の大 きかった,〔1〕 の分類部門が賃金 コス トによる分 と国内原材料 コ

ス トによる分 とに明白に分割できる。特に,食 料品製造業及び建設業については,国 内原材料価格上

昇による価格上昇効果が大きい。

 以上の分類の いずれにも,含 めなかった 金融 ・保険業は,需 要拡大による寄与分が〔II〕以上に大

きく,従 来,〔 皿:〕の中間的なものとして分割してきたことに訂正が加えられるべきか も知れない。し

か し,わ れわれの分析では,金 融 ・保険業のきわめて地域財的特性など考慮に入れていない要素が多

く,当 面分類のわく外におくことが賢明とおもわれる。

金融 ・保鰈 を除く17部門の寄与率分布を轍 術パラメター[4調 及び[1-1]の 頒 のわ

く内に斉合的に整理 される。

 各部門の相互依存性を考慮して,〈7-2表 〉の分布を図示すると 〔7-1図 〕の波及図をえが く

ことができる。

 賃金 コス トの上昇による影響をうけやすい部門が卸 ・小売業,サ ービス業,公 益業 といった順に,

〔7-1図 〕のA軸 に並び,一一方,需 要圧力の影響をうけやすい部門が,一 次金属(鉄),化 学工業,
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〔7-1図 〕 価格波及の相互依存関係
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                             A

石油 ・石炭製品 といった順にB軸 に並び,そ れらの価格上昇が原材料価格の上昇 となって,建 設業,

食:料品製造業,繊 維工業へ と波及していく。

.そ して,こ の相互依存図式が・各部門⑳技術パラメターと密接に結びついていることを明記してお

かけければならない。

 1970年 の資本設備を所与 として,も とめ られたこの価格波及の供給構造を前提にお くと,も う1つ.

の価格変動の時系列パターンの変化を斉合的に説明することがでぎる。.・、
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第II部 日本経済の供給構造と価格変動

〈7-3表 〉 供給の価格伸縮性の時系列変化

∂pea
.2皇

∂xブ 理

食 料 品 製 造

繊 維 工 業

紙 ・パルプ工業

*化 学 工 業

*石 油 ・石炭製品

*窯 業 ・土石製品

*一・次 金 属 製 品

金 属 製 晶

*一 般 機 械

*電 気 機 械

輸 送 機 械

精 密 機 械

そ の他製造業

*公 益 業

建 設 業

卸 ・小 売 業

*金 融 ・保 険

サ ー ビ ス 業

1955年

0.0861

0.0693

0.354?

0.5743

0.3474

0.3944

0.8184

0.2303

0.3232

0.3744

0.1326

0.3228

0.1223

0.5513

0.0753

0.2700

1.8092

2.3041

1960年

0.0884

O.OS64

0.3227

0.5689

1.5961

0.4252

1.0338

0.2753

0.3405

0.4616

0.3553

0.4081

0.1046

0.5514

0.0853

0.2859

1.6853

0.2741

1965年

o.os70

o.lioi

0.3207

0.4741

1.1407

0.4155

0.5779

0.3258

0.3179

0.3280

0.3071

0.4160

0.1220

0.5895

0.1070

0.2805

1.5993

0.3316

1970年

0.1290

1.1302

0.4136

0.8251

0.9882

0.4644

1.0122

0.2967

0.4515

0.5984

0.3527

0.4101

0.1491

0.6130

0.1536

0.2873

1.8505

0.3341

1972年

0.1303

o.ils9

0.4110

0.7394

0.4836

0..3996

0.7538

0.2804

0.4415

0.5730

0.3394

0.4176

0.1527

0.6152

0.1643

0.2791

1.9515

0.3418

需 要 の 伸 び

1960-65

1965-70

16030

45840

56030

89030

10540

1808
 
0

18401

63221

52511

74931

34870

98331

30060

6234
ロ
ー

19850

46621

95470

0548
.
L

83580

56312

924ー
サ
ー

1335L

44631

35211

34080

21280

43770

7817

2685

AU
 
O

3668

9697

0

 
 0

42490

68460

45280

57530

81460

(7.2)式 か ら明らかなように,寄 与率は,(7.3),(7.7)式 で示 される各偏微係数Y'依 存 している。

 そ こで,(7.3)か ら(7.7)式 を用いて,各 部門の均衡点での需要,賃 金,国 内原材料及び輸入原

材料価格の供給価格弾性値をもとめることができる。それ らの弾性値の時系列変化が先の相互依存図

式を前提にして,1965年 以降の日本経済の価格変化に説明を与えて くれる。
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〈7-4表 〉 供給価格の賃金 コス ト弾性値時系列

∂理 .彑
∂ωゴPea

食料 品製造業

*繊 維 工 業

*紙 ・パ ル プ工 業

化 学 工 業

石油 ・石炭製品

*窯 業 ・土石製品

一 次金 属製品

*金 属 製 品

*一 般 機 械

*電 機 機 械

輸 送 機 械

*精 密 機 械

*そ の 他製 造業

*公 益 業

建  設  業

*卸 ・小 売 業

*金 融 ・保 険 業

サ ー ビ ス 業

1955年

0.1380

0.2314

0.3970

0.3832

0.0775

0.4254

0.4177

0.3669

0.4050

0.3551

0.1763

0.3960

0.3408

0.6671

0.3664

0.7142

0.9023

0.5990

1960年

0.1417

0.3215

0.3576

0.3679

0.3589

0.4553

0.5276

0.4389

0.4200

0.4360

0.4684

0.5006

0.2914

0.6671

0.2996

0.7561

0.8223

0.5382

1965年

0.1394

0.3673

0.3501

0.2823

0.2517

0.4395

0.2950

0.5189

0.3817

0.3066

0.3904

0.5104

0.3398

0.7132

0.3098

0.7417

0.7475

0.6488

1970年

0.2066

0.4341

0.4456

0.4774

0.2078

0.4770

0.5166

0.4723

0.5121

0.5528

0.4158

0.5030

0.4148

0.7415

0.3272

0.7584

0.8263

0.6362

1972年

0.2086

0.3961

0.4402

0.4091

0..0909

0.4045

0.3847

0.4461

0.4900

0.5267

0.3897

0.5122

0.4248

0.7442

0.3377

0.7361

0.8588

0.6466

賃 金 伸 び 率

1960-65

1965-70
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 まず,供 給の価格弾性値(伸 縮性)を 算出したのが,〈7-3表 〉である。

 1970年 についてみれば,弾 性値の大 きさの順位は,〔7-1図 〕のB軸 の配列に対応している。 そ

れ以外の年次についてもそれほど大きな変化はない。

 弾性値が大きい部門,す なわち,需 要圧力を うけやすい部門は,〈7-3表 〉で部門名に一3F印を付
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して区別している。それらの部門のうち,石 油 ・石炭製品を除いて,す べての部門で弾性値は,1965

年を境に反転して,1970年 には増大している。このことは,1965年 以降,技 術条件 として需要圧力を

受け易い特性をもつ部門が特に,そ の弾性値を大きくし,価 格上昇を惹起する引き金 となったことを

示している。

 さらに,供 給価格の賃金コス ト弾性値を算定してみる。〈7-4表 〉がその結果である。

 ここでも,部 門名に契印を付したものは,賃 金コス ト圧力を受けやすい技術構造をもつものに対応

している。

 ここでも,石 油 ・石炭製品,金 属工業,精 密機械を除 く,各 部門で弾性値は上昇している。 そし

て,特 に甚印の各部門で上昇が激しい。1970年 が1965年 に比べて低下している3部 門についても,傾

向的に低下 しているのは,石 油 ・石炭部門のみで,金 属製品及び精密機械については,き わめて高い

水準でほぼ横ばいの状態といってよい。

 賃金 コス トの弾性値の上昇は,賃 金圧力を技術的条件で課せ られる以上に うけやすい局面に1965年

以降立ち入 ったことを示 している。

 〈7-3表 〉,〈7-4表 〉でいわば,例 外的に弾性値が低下 していた石油 ・石炭製品製造業につ

いても,〈7-5表 〉の輸入財価格弾性値をみると1965年以降の価格変化のパターンがうなづける。

 すなわち,〈7-5表 〉は,〈7-2表 〉で特に輸入原材料価格の寄与率の大きいものについて,

主原材料の価格弾性をもとめた ものである。

 各部門について,特 に顕著な共通した変化がみ られないなかで,石 油 ・石炭製品部門の弾性値は傾

〈7-5表 〉 輸入財価格弾性値時系列

∂理 .PmJ
∂乃窩 厚

食料品製造業{

繊 維 工 業{

紙 ・パ ル プ{

化 学 工 業{

石 油 ・石 炭

一 次 金 属{

農

食

農

繊

農

料

業

品

業

維

業

紙 ・パ ル プ

農

鉱

化

鉱

鉱

業

業

学

業

業
一 次 金 属

1955年

0.0929

0.0051

0.2910

0.0016

0.0019

0.0048

0.0287

0.0229

0.0106

0.4141

0.0658

0.0555

1960年

0.0415

0.0416

0.2047

0.0092

0.002

0.0034

0.0524

0.0188

0.0400

0.3825

0.olio

O.0913

1965年

0.0603

0.0342

0.1550

0.oool

O.0040

0.0278

0.0632

0.0206

0.0409

0.5331

0.1414

0.0827

1970年

0.0619

0.0370

0.0834

0.0162

0.0017

0,0336

0,0383

0,0ilo

O.0289

0.5634

0.1063

0.0589

1972年

0.0569

0.0485

0.0783

0.0243

0.0015

0.0252

0.0374

0.0106

0.0249

0.6511

0.1289

0.0442

  164



第7章.日 本経済 の供給構造

〔7-2図 〕 物的原単位投入の波及
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向的に上昇している。 しかも,1965年 を境に不連続に拡大 していることがわかる。

 以上のようY',1965年 以降,需 要圧力を受けやすい技術特性をもつ部門が時系列的v'よ り大 きな弾

性値を有す るようになり,ま た賃金圧力をうけやすい部門がその弾性値をより高めている。 これ らの

結果が原材料取引の相互依存を通 じて,食 料品製造業や建設業の価格上昇をまね くことは容易に考え

られ る。

 そして,そ れ と同時に,原 材料価格の波及を受け易い,食 料品,繊 維,そ の他製造業,建 設業 とい

った部門の物的投入単位 も時系列的に上昇している。たしかに,第2章 の 〔2-7図 〕で見たように,

原材料物的原単位の総投入量:は時系列的に低下傾向にあるけれども,直 接 ・間接波及を考慮したうえ

で,投 入構造をみると 〔7-2図 〕で示す ように,化 学工業,石 油 ・石炭製品,一 次金属製品等の部

門か らの物的投入は拡大傾向にある。

 このことは,原 材料価格の上昇以前に,技 術条件 として,各 部門の相互依存の波及を受けやすい状

態になっていることを示 している。
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